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シェイラ・ワトソン
運転の変化：
費用効率の高い既存技術に
よって、乗用車や軽量自動車の
二酸化炭素排出量を半減でき
るかもしれない。

徐洋洋 ＆
ダーウッド・ザエルケ
問題の荷ほどきをする：
二酸化酸素と短期寿命気候
汚染物質に同時に立ち向か
う取り組みは、危険な気候変
動を回避する絶好のチャンス
をもたらす。

ロミーナ・ピコロッティ
素早く、そして爽快に：
地球温暖化の原因のほぼ半分
を占める短期寿命気候汚染物
質への対策が増えつつある。

アルフレッド・オフォス・アヘンコラー 
＆ マーティン・ヒラー
解決策を見つける：
低炭素な未来へ移行するため
には、開発を優先するべきだ。

ビアンカ・ジャガー
地盤を築く：
気候変動の緩和・適応戦略を
成功させるには、土地の回復を
中心に置かなければならない。
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マルチン・コロレツ
新たな章を開く：
ワル シャワ で 開 催 され る
COP19は、気候変動に立ち
向かう新しい合意に至る道筋
の重要な基点となるだろう。

マリア・ファン・デル・フーフェン
グリーン成長：
安全保障と持続可能性の向
上のため、再生可能エネル
ギーとエネルギー効率に注目
しよう。

ラジェンドラ・K・パチャウリ
理解を深める：
IPCCの『第 5 次評価報告書』
は、これまでの報告書に一層の
重みと信頼性を加え、気候変動
に関する新しい推測と定量的
情報を提供している。

マーガレット・チャン
健康への対策：
気候変動が健康に及ぼす影
響を示す証拠が増加し、行動
を起こすための多くの議論に
拍車をかけている。
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Research Priorities on 
Vulnerability, Impacts and 
Adaptation Responding 
to the climate change 
challenge

（気候変動問題に取り組む脆
弱性、影響、適応に関する研究
の優先順位）

研究協力の強化を求める声に
応えるべく、「気候変動の脆弱
性、影響、適応に関する研究プ
ログラム（PROVIA）」は、専門
家および政策立案者との協議
により、本書の開発を先導して
きた。本書では、重要性が明確
になりつつある新たなテーマ
と、長年にわたり重要性を認め
られつつも、今なお研究が必要
とされるテーマを扱っている。
また、専門家から提供される研
究と政策立案者が必要とする
研究のバランスに配慮している。

Africa environment 
outlook 3: Our 
environment, our health

（アフリカ環境概況3：私たち
の環境、私たちの健康）

『 ア フ リ カ 環 境 概 況 3
（AEO-3）』は、健康と環境の重
要性とその相関性について、ま
たこれら2つの部門の連携の
強化がもたらし得る機会と相
乗効果について分析するもの
だ。本書では、「DPSEEA（＝
促進要因、圧力、状況、暴露、影
響、対策）」の分析法を用いて、
大気質、生物多様性、化学物質
および廃棄物、気候変動、沿岸
資源および海洋資源、淡水、公
衆衛生、土地などのテーマの状
況や動向を統合的に分析して
いる。また、社会経済的な促進
要因が環境に圧力をかけ、生
態系の状態を変えたり、人 を々
危険にさらして健康に悪影響
を及ぼしたりする様子を解説し
ている。

Lead in enamel decorative 
paints national paint 
testing results: a nine 
country study

（装飾用エナメル塗料に含まれ
る鉛の検査結果：9カ国におけ
る調査）

本報告書は、途上国が抱える
塗料に含まれる鉛の問題の広
がりについて、さらなる知識を
深めるものだ。データは35カ
国以上の国々から収集してい
る。

Building inclusive Green 
Economies: Success 
stories From South-South 
Cooperation 

（包括的グリーン経済の構築：
南南協力の成功例）

本報告書では、“南”の諸国間
のパートナーシップがいかに世
界全体のパラダイムシフトに
貢献しているかを浮き彫りにし
ている。新たな概念や、資金調
達、技術、基準、変化の推進力
を導き出す、数多くのプロジェク
トや活動を端的に評価している。
また、各国やその他の関係者が
知識や経験を他の国々と共有
し、農業やエネルギー、製造、廃
棄物といった重要な経済部門
をグリーン化するためのイニシ
アティブを推進して、同時に利
益も得られるための方法も紹介
している。
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日本　
津波クリーンアップ
Japan Tsunami Cleanup

2011年 3月に日本を襲った､
犠牲者19,000人を超える大
地震と津波から1年が経ち、地
方自治体との情報交換のた
め、政府により災害廃棄物処
理の国際専門家グループが日
本に招聘された。

未来の過ち
Future Failure

「TVEバイオ・ムービーズ」は
2年目を迎えた映像コンテス
トで、カメラを使えれば、9
～ 99 歳まで世界中の誰で
も参加することができる。環
境に関する1分間の映像を
制作すると、300ドルを獲
得できるかもしれない。どん
な環境の映像かって？　そ
れはカテゴリーを選んで決
めるのだ。映像は、ユーモア
のあるもの、シリアスなも
の、アニメーション、ドラマ、
あるいはドキュメンタリーで
もよい。

南極のオゾンホール（ノーカット版ビデオ）
The Antarctic Ozone Hole - Full length Video

オゾンホール問題は解決したと考えている人もいるが、実の
ところ、オゾンホールの回復はまだ何十年も先のことであ
り、オゾン層の破壊が気候変動に及ぼす影響と相互作用
がやっと理解され始めたばかりなのだ。

UNEP「ギャップを埋める、あなたは？　
ギャップにご注意」
UNEP Bridging Gaps. Are you? Mind The Gap

UNEPの『ギャップを埋める』報告書をもとにしたこのミニ
シリーズビデオは、地球の平均気温の上昇を摂氏2度以内
に抑える有効な解決策がさまざまな状況で実行に移され、
各国が気候変動に適応し、低炭素な開発への道筋に向かう
うえで役立っていること、そしてしばしば経済を活性化し、貧
困も緩和していることを示すものである。

南極のオゾンホール
――発見から回復まで（予告編）
The Antarctic Ozone Hole - From Discovery to 
Recovery. Trailer

オゾンホール問題は解決したと考えている人もいるが、実
のところ、オゾンホールの回復はまだ何十年も先のことで
あり、オゾン層の破壊が気候変動に及ぼす影響と相互作
用がやっと理解され始めたばかりなのだ。
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森林――
私たちが皆、依存するもの
Forests - We all depend on 
them

森林は10億人もの雇用を創出し、
世界経済に4,500 億ドル以上の
貢献をしている。ところが一部の地
域では、驚くべきペースで森林減少
が進行しているのだ。国際森林
デーを記念してUNEPが制作した
この映像は、環境、経済、そして人
間の安寧を支えるうえで森林が果
たしている重要な役割を紹介して
いる。

鉛使用の段階的廃止
Lead phase out

UNEP40周年――
鉛使用の段階的廃止
UNEP 40th Anniversary - Lead phase out

UNEP40周年を祝う理由――それ
は、UNEPがアフリカにおけるガソ
リン中の鉛の段階的廃止を支援
し、世界中で年間2兆4,000億ドル
もの損害を与えていた脳障害から

乳幼児を救ったからである。

大気質の改善に向けた、
よりクリーンな燃料と自動車
の推進
Promoting Cleaner Fuels and 
Vehicles for Better Air Quality

「クリーン燃料と自動車のパートナー
シップ（PCFV）」は、大気汚染を軽
減する燃料・自動車技術の向上に取
り組む途上国を支援している。この
パートナーシップの基盤となっている
のは、燃料・自動車技術の開発にお
ける最近の動向と取り組みである。

バイオガス
Biogas

このプロジェクトは、技術の向上と
ベストプラクティスを通じて、有害
な化学物質や有害廃棄物をより環
境にやさしい方法で確実に処理す
ることにより、有害物資と有害廃
棄物に関するUNEPの介入に貢
献してきた。さらには、資源効率プ
ロジェクトの実施にも貢献してい
る。
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2013年は、今世紀の地球の気温上昇を摂氏2度以内に抑え
るという国際社会の大望にとって、極めて重要な年になりま

した。80万年間で初めて、大気中の温室効果ガス濃度が400 
ppmに達したのです。また、UNEPと世界気象機関（WMO）が
共催する気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、『第5次
評価報告書第1作業部会報告書』を発表しました。

報告書では、人類が気候を変化させていることを示す科学的
確実性が高まっていることを強調しつつ、私たちは合計する
と、超えることのできない炭素収支を半分ほど費やしてしまって
いることを明確に指摘しています。70 億もの人々は2050年に
は90 億人を超えようとしており、必然的に起こるすべての結果
とリスクを伴って、気温が摂氏3度あるいは4度以上も上昇する
世界へと向かいつつあるのです。

しかし2013年はまた、これまで引き継がれてきた現行の国
連の気候条約に幾分かの刺激を受けた、すばらしい活動が注目
された年でもありました。UNEPと、そのパートナーであるブルー
ムバーグ・ニュー・エナジー・ファイナンス、およびフランクフルト・
スクール・オブ・ファイナンス＆マネジメントは、2011年から
2012年の間に世界中で115ギガワットの新しい再生可能エネ
ルギーが投入されたと報告しました。投資を行う途上国はさら
に増加しつつあり、中国だけでなく、ケニアやモロッコ、チリ、南
アフリカなどもエネルギーミックスのグリーン化に取り組んでい
ます。現在、およそ140カ国が再生可能エネルギー目標を設けて
おり、新たに目標を設定する国もあります。2013年の世界環
境デーのホスト国を務めたモンゴルは、国内初の風力発電所の
建設を要請し、日本などの協力国と共にクリーンエネルギーの
アジアスーパーグリッドを開発する計画を立てています。

たしかに、再生可能エネルギーは着実に、最も楽観的な予測
をも上回る成果を上げてきました。たとえば2000年には、国際
エネルギー機関（IEA）が2010年までに34ギガワットの風力
発電が投入されると予測し、世界銀行は中国が2020年までに
風力発電で9ギガワット、太陽光発電で0.5ギガワットの容量
を達成すると予測しました。

実際のところ、2010年には世界全体で200ギガワットの
風力発電が実施され、中国は2011年までにすでに風力発電で
62ギガワット、太陽光発電で3ギガワットの容量を達成しまし
た。これは、ポーランドのワルシャワで開催された国連気候変動
枠組 条約締約国会議に向けてUNEP が発 表した『Clean 
Energy Voyage（＝クリーンエネルギーの旅）』が伝えたもので
す。今やクリーンエネルギー部門で働く人は600万人近くに上
り、クリーンエネルギー投資がさらに加速、拡大すれば、これら

のきちんとした熟練を要する仕事
に就く人はますます増えるでしょう。

一方で、現在の排出量と推移曲線
とのギャップを査定し、2020年ま
でにCO2 換算で約44ギガトンまで
排出量を削減する必要性を評価す
ることを目的として、UNEPがまと
めた2013年版の『排出量ギャップ
レポート』では、農業からの排出量に
注目しています。その推定では、
CO2 換算で年間1～ 4ギガトンの
排出量削減が可能だとされます。そ
して多くの場合、これを実現するた
めの、不耕起栽培への移行や水田
の栄養素・水管理の改善といった措
置により、収穫高が増加し、肥料な
どの投入コストが削減され、地域の
貧困軽減が促進されるでしょう。

さらに、米国や中国など、さまざまな国々が現在、ハイドロフルオ
ロカーボン（HFCs）の排出量の削減を誓約しています。オゾン層
破壊化学物質の代替物質であるHFCsが、市場に広く出回ること
が許可されれば、2050年には現在の交通輸送部門による全排
出量に匹敵する温室効果ガスが排出されることになるでしょう。

このような行動の高まりはいずれも、大半が国家レベルで行わ
れているもので、2020年までに排出量ギャップを埋め、それ以
降にも必要とされるさらなる大幅削減の準備を整えるうえで、大
いに役立つ可能性があります。しかし、これで十分とは言えない
でしょう。国際協力もまた欠くことができません。なぜなら、すべ
ての国家による普遍的かつ有意義な新しい気候協定が各国政
府によって約束されており、2015年までに緊急に必要とされて
いるからです。

ワルシャワでの国連気候変動会議では、この国際協定の形や
財源、脆弱な途上国の損失や損害などの問題に対する対策につ
いて、より明確な具体化に着手すべく、断固とした真剣な措置を
講じなければなりません。そして、新協定発効までの7年間に、い
かに意欲を高めていくのかを明確に示す必要があるのです。

費用効率の高い排出削減への道筋は、すべての国々で拡大
し、広がりつつあります。ワルシャワ会議では、2015年の合意
に向けて、低炭素で資源効率のよい将来への道筋を開くことを
今こそ始め、かつ促進していくことを求めています。

はじめに
Reflections

国連事務次長・国連環境計画（UNEP）事務局長

Achim Steiner 
アッヘム・シュタイナー
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新たな章を開く
Opening 
a new chapter

する19回目の会議です。この会議
は、私たちの交渉に新たな章を開く
ものとして特に重要です。歴史上で
初めて、世界中から194カ国が集ま
り、温室効果ガス排出量削減に向
けた拘束力のある公約を行うため
の合意について協議を開始するの
です。そのキーワードは「グローバ
ル」です。気候変動は人類全体に影
響を及ぼし、社会と経済の発展を
脅かします。一部の国では他の国々
よりも、より急激かつ激しい影響を
感じるかもしれませんが、誰一人と
して免れられる者はいません。ゆえ
に、世界のすべての国々が参加し
て、共通でグローバルな取り組みを
行い、気候変動への効果的な対応
を実現する必要があるのです。

私たちは2011年にダーバンで
開催されたCOP17で、排出削減に
ついての新たな合意に達すること
を公約しました。当時、ポーランド
は欧州連合理事会の議長国を務

めていました。コニー・ヘデゴー気候
行動担当欧州委員会委員と共に、
私たちはいわゆる“ダーバン・プラッ
トフォーム”において、この合意の
基本方針について協議しました。
ダーバン・プラットフォームはすべて
の国に対し、2015年の新たな気
候協定への署名を求めており、この
協定は京都議 定 書が失 効する
2020年に発効する予定です。

ワルシャワ会議では、私たちは
世界が直面しなければならない気
候変動に関する2つの重要な問題
に再び立ち向かうことになるでしょ
う。第一の問題は、しばしば“緩和”
と称される、温室効果ガスの排出
削減に向けた効果的な措置をいか
に実現するかという点です。そして
第二の問題は、海面の上昇や砂漠
化といった、すでに起こっている、
あるいは近い将来に起こるであろ
う、不可避な気候変動にいかに適
応するかという点です。議論の中

世界は温室効果ガス排出量
削減のための新たな協定を
緊急に必要としています。

ポーランドのワルシャワで開催され
た国連気候変動枠組条約第19 回
締約国会議（COP19）の参加者は
皆、そのことを確信しているはずで
す。私たちは、本格的かつ生産的な
議論の準備を整えることに重点を置
いています。2015年にパリで新し
い気候協定を締結できるよう私たち
を駆り立てる、グローバルなコンセ
ンサスを得なければならないのです。

今回は、現在の世界における最重
要課題のひとつである気候変動につ
いて議論するため、各国が一堂に会

マルチン・コロレツ
（MARCIN KOROLEC）
ポーランド環境相、COP19議長
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で、一部の国は、緩和に向けた意
欲的な措置を講じる重要性を強調
するでしょう。また、多くの途上国
を含む、最も気候変動の影響を受
ける国々は当然のことながら、現在
の問題の解決と、気候変動適応策
への十分な資金提供に重点を置く
でしょう。会議の議長として私が最
も優先するのは、議論のバランスを
確保し、迅速かつ効果的な緩和措
置の必要性と最も脆弱な国々の
ニーズに応える必要性の両方を認
識したコンセンサスを得ることです。

ワルシャワ会議は新たな合意に
向けた道筋の重要な局面となりま
す。法的形式や継続期間などの複
雑な問題を含む、基盤となる原則
や規定に関するコンセンサスを促
進することが極めて重要です。ま
た、2015年のパリ・サミットにつ
ながる効果的な行動計画を立案す
る必要があります。パリ・サミットは
いよいよ近づいてきているので
す。ゆえに、ワルシャワ会議で好調
なスタートを切ることが、パリ・サ
ミットでの結果を成功裏に導くた
めに欠かせません。それでは、成功
裏の結果とはいかなるものなの
でしょうか？　私は、合意に
は2つの特質、すなわち真に
グローバルであること、そし
て公正であることが必須だ
と考えています。

グローバルであることはつまり、す
べての関係者の支持を得たプロセ
スから生まれる合意でなければなら
ないということです。従来のように
先進国だけではなく、すべての国の
公約がなければなりません。気候変
動はグローバルな問題です。世界全
体の緩和への取り組みに貢献すべ
く、すべての国が団結することが必
要です。一方、公正であるためには、
各国の貢献能力に合わせて緩和の
責任を分担する必要があります。先
進国と途上国との間の責任のバラン
スを確保しなければなりません。
COP19の議長を務める私の最優
先事項は、ワルシャワ会議での交渉
プロセスが確実に民主的かつ透明
な形で進められ、共通の責任という
意識のもとで関係者を団結させるよ
うにすることでしょう。それが実現し
た時に初めて、すべての国から共通
のビジョンへの署名を得ることがで
きるのです。

排出削減はハイレベルな対話の
問題だけでなく、何よりも実際の行
動の問題です。ですから今回は
COP19の会期中に、企業の代表を

議論の場に招いているのです。
企業には、世界が排出削減を
実行するために必要なノウハ
ウやツール、経験がありま
す。温室効果ガス排出の問題
において、企業は責任ある関

係者であり、同時に解決策の
一部でもあります。なぜなら、企

業は緩和に向けた大きな可能性を
秘めているからです。気候に関する
議論において、企業の意見を聞くの
は当然のことです。

ワルシャワ会議では、カンクンで
開 催されたCOP16 の時と同 様
に、各都市の代表も議論の場に招
いています。対話と知識の共有は、
気候の未来に対して共通の責任感
を持つうえで役立ちます。彼らは、
合意の成功を実現するために制定
が必要な複雑な法案の準備段階
で、私たちの助けとなるでしょう。

ポーランドがCOP19のホスト国
を務めることが発表されると、多く
の評論家、とりわけ環境団体は、そ
れがはたして正しい選択であるの
かどうか、疑念を表明しました。と
いうのは、国際社会において、ポー
ランドは環境政策に反対する国と
見なされることが多いからです。し
かし、京都議定書のすべての締約
国のうち、ポーランドは温室効果ガ
ス排出削減を最も高いレベルで達
成した国です。過去20年間にわた
り、わが国は苦労しながらも排出量
を30％以上削減し、200％以上
のGDP成長を成し遂げてきまし
た。この成功があるからこそ、私た
ちはさらなる行動を起こす気にな
るのです。そしてまた、同様に持続
可能な経済への道筋をたどり始め
ている他の国 と々も、この成功を分
かち合いたいと思います。ワルシャ
ワ会議が、その経験を分かち合う
機会をも与えてくれることを望んで
います。

COP19は、それらのすべてがな
ければ成功しないでしょう。私たち
には合理的で公正かつグローバル
な気候政策が必要であり、本格的
に率直で生産的な議論が行われる
ことを期待しています。

歴史上で初め
て、世界中から

194
カ国が集まり、
温室効果ガス
排出量削減に
向けた拘束力
のある公約を
行うための合
意について協
議を開始する
のです。
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世界のエネルギー動向は急速に変化しています
が、依然として持続不可能であることは明ら
かです。世界のニーズはますます増大しつつ

あります。現在、世界市場に波紋を広げている北米の
石油・ガス生産の供給量の急増を見ればわかるよう
に、供給と需要のパターンは地域によって急速に変化
しながらも、今なお化石燃料に深く根ざしています。そ
して、技術開発と、より“クリーンな”技術を推進しよう
とする国際社会の取り組みにもかかわらず、この20
年間、世界のエネルギー供給の炭素集約度はほとん
ど変化していません。

GreenGrowth
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マリア・ファン・デル・フーフェン
（MARIA VAN DER HOEVEN）
国際エネルギー機関（IEA）事務局長

グリーン成長
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しかしながら、再生可能
エネルギーは予想を上回っ
て急成長を続けており、より
クリーンで多様なエネルギー
ミックスへの進展度に関する評価
が厳しい中で、明るい材料となって
います。困難な経済状況や、一部の
国における不安定な政策、産業界
の混乱をよそに、再生可能エネル
ギーに関する世界の中期的展望は
楽観的です。そこで私たちは、特に
電力部門で投資機会が増えること
を期待しています。

実際、私たちが発表している『中
期再生可能エネルギー市場報告』
では、水力、風力、太陽光、その他の
再生可能エネルギー源による発電
量は、今後5年間で40％も増加す
ると予測しています。2016年まで
に、世界の再生可能エネルギーに
よる発電量はガスを上回って原子
力の2倍になり、石炭に次いで第2
位になるでしょう。そして2018年
には、2011年に20％だった世界
の電力ミックスに占める割合が4
分の1に達する見込みです。これら
の予測は、2012年の目覚ましい
成長に基づくものです。2012年に
は、一部の分野で投資、政策、産業
の状況が厳しかったにもかかわら
ず、世界の再生可能発電量は8％
以上も増加しました。実のところ、
少なくとも電力に関しては、再生可

能エネルギーの急速な成長率
は、国際エネルギー機関（IEA）

の低炭素エネルギーのシナリ
オにおける軌道を進み続けるた

めに必要な要件に十分に沿ってい
ます。

全体的に見て、一連の再生可能
エネルギー源の開発の基礎的状況
は、2つの主要な動向のおかげで
堅調を保っています。

第一に、再生可能発電の開発は
地理的に拡大を続け、気候変動緩
和策を促進しています。これはとり
わけ、おもに電力需要の急速な高
まりや、エネルギー多様化のニー
ズ、地域の大気汚染に対する懸念
に後押しされた、新興市場に言える
ことです。中国だけでも世界の成長
予想のほぼ40％を占めており、ブ
ラジルやインド、南アフリカといっ
たOECD 非加盟国においても好
調な展開が見られます。中東でも、
好調な経済と長期的な目標を基盤
に、初めて大規模な開発が進めら
れているところです。このような急
速な展開は、他の地域、特にヨー
ロッパや米国の低迷を補うだけで
なく、不安定性をも緩和すると期待
されています。

第二に、水力、地熱、バイオエネ
ルギーについてはすでに安定して

いますが、その他の多くの再生可能
エネルギーも、さまざまな状況で化
石燃料に対するコスト競争力を持
ち始めています。たとえば風力は、ブ
ラジル、トルコ、ニュージーランドな
ど、いくつかの市場で、新しい化石
燃料発電所を相手に十分に張り
合っています。太陽光は、ピーク時
の電力料金が石油火力発電の場合
と同様に高額な市場においては魅
力的です。イタリアやスペイン、オー
ストラリア、デンマーク、ドイツ（南
部）といった多くの国々ではつい
に、分散型太陽電池の発電コスト
が小売電力価格を下回るように
なっています。この“グリッドパリ
ティ”が、太陽光発電を個人で消費
できる場所、時代において、ますま
す投資を促進する力となることを、
私たちは期待しています。

当然のことながら、再生可能エネ
ルギーも難題に直面しています。
ヨーロッパの一部の国では、経済
成長やエネルギー需要が停滞もし
くは活気がない状況での、再生可
能エネルギーに対する経済的イン
センティブのコスト（実質コストあ
るいは認知コスト）について、白熱し
た議論が交わされています。他のエ
ネルギー源、とりわけ世界各地の安
価な石炭や米国のシェールガスと
の激しい競争は、競争力への影響
について本質的な疑問を投げか

水力、風力、太
陽光、その他
の再生可能エ
ネルギー源に
よる発 電 量
は、今後5年
間で

40%
も増加すると
予測しています。

――中期再生可能
エネルギー市場報告
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マリア・ファン・デル・フーフェン
（MARIA VAN DER HOEVEN）
国際エネルギー機関（IEA）事務局長
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けています。化石燃料に対する助成
金によって、競争力への影響が拡大
し得る市場もあるのです。一部の国
では、再生可能エネルギーは今な
お、厄介な承認手続きや社会的受
容性の問題など、経済以外の重大
な障害に直面しています。そして、特
に風力や太陽光発電のシェアが電
力グリッドの統合の課題に取り組
まなければならないような状態の
市場においては、再生可能エネル
ギーはそれ自体の成功の犠牲にも
なりかねないのです。

実際、とりわけOECD 諸国で
は、再生可能エネルギーが成功した
からといって、政府が自己満足でき
る余裕はありません。政策の不確
実性は最大の障壁となって、投資家
の自信を失わせます。多くの再生可
能エネルギーに必要なのは、もはや
高額な経済的インセンティブや助
成金ではありません。予測可能で
信頼性のある市場を提供し続ける
長期的政策と、社会の目標に見合
う規制の枠組みこそが必要なので
す。

しかし、これは解決策の一部に
すぎません。依然として、エネル
ギー効率の向上が、国際的目標の
達成に必要な炭素削減の最大かつ
唯一のよりどころです。進歩では不
十分です。世界全体のエネルギー効
率の向上を測定することは困難で
すが、世界全体のエネルギー集約度

（GDP1単位の生産に要するエネル
ギー量）は、歴史的に見られる改善
の傾向に反して、おおむね安定を
保っています。現状維持でも十分で
はありません。クリーンエネルギー
経済への移行の必要性は差し迫っ
ていますが、それは多くの部門にお
けるエネルギー効率の向上にか
かっているのです。

次に、エネルギー効率を促進す
る効果的な政策を行われなければ
なりません。そこには莫大な利益を
生み出す可能性があるのです。

『2012 年世界エネルギー概 況 』
は、よりグリーンな “450”シナリオ

（気温上昇を摂氏 2度以内に抑え
る道筋をたどる場合）と、ベースラ
インとなる“新政策”シナリオの間
をとれば、2035年に向けて42％
の炭素を削減できるとしました。ま
た、特別な“エネルギー効率化”シ
ナリオは、既存の最高の技術を採
用しただけでも、何が実現可能なの
かを示しています。世界のエネル
ギー需要は新政策シナリオの半分
に削減され、石油需要は2020年
までにピークを迎え、天然ガスは
2010 年の米国の生産量と同じく
らいまで削減されます。

特に途上国で都市化が進むにつ
れ、スマートな輸送や建物の効率
化といった都市のエネルギー政策
の立案がとりわけ重要になるでしょ
う。現在、世界のエネルギー需要の
70％以上は世界人口のおよそ半数
が生活する都市部で消費されてお
り、人口の70％が都市部に居住す
ると思われる2050年には、エネル
ギー需要は大幅に増加する見込み
です。都市のエネルギー効率化政
策は、国家、地域、地方のニーズを
効果的に結び付けることを目指す
ものでなければなりません。取り組
むべき最も重要な分野は、都市計
画、建物のエネルギー効率化、交通
輸送、エネルギーの生産、流通およ
び配送などです。一般的に効率化
はシステム全体で見られるため、こ
れらの分野での政策による影響を
分析する場合には、分野横断的な
アプローチが必要となります。エネ
ルギーと交通輸送との関連性は明
白かもしれませんが、エネルギー政
策と廃棄物および水管理との相互
作用といった、あまり目立たない相
互依存性もまた重要である可能性
があるのです。

そのような各分野の集まりを一
つの市場として理解することは、比
較的新しい取り組みです。昨年の世
界エネルギー会議で、IEAは初の『エ
ネルギー効率化市場報告』を公表
しました。これは、私たちが発表し
ている石炭、石油、ガス、再生可能
エネルギーなどに関する一連の報
告書に加わるもので、“隠れた

以上は世界人口のおよそ半数が生活する都市部で
消費されており、人口の70％が都市部に居住すると
思われる2050年には、エネルギー需要は大幅に
増加するでしょう。

70%
現在、世界のエ
ネルギー需要の
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燃料”としてエネルギー効率化の重
要性に注目しています。エネルギー
効率化は概して、従来の供給面重
視の燃料への投資に代わる重要な
可能性を秘めており、持続可能な
経済成長を支えるエネルギー供給
と需要側面のバランスを取ることを
目指す国々に大きな恩恵をもたら
します。報告書に掲載した国別の
ケーススタディーは、エネルギー効
率化がサービスと経済生産性を改
善し、消費者利益を増大させ、需要
の伸びを抑えるだけでなく、新たな
供給インフラの必要性を回避する
ことを明らかにするものです。

不景気の時期に、社会にはコス
トの高いクリーンエネルギー政策
を実施する余裕があるのかどうか
としばしば問われます。答えはイエ
スです。多くの点で、政策の遅れに
はより高いコストがかかります。エ
ネルギー効率化シナリオが示すと
おり、スマートで費用効率の高いエ
ネルギー効率化対策によって、
2035 年に向けて平均 20％の燃

料費を削減し、累積で18兆ドルも
世界経済を引き上げることが可能
でしょう。一方、再生可能エネル
ギーは現在、ますます低価格にな
りつつある安定した電力源のポー
トフォリオを提供しており、その資
源は高品質で、正しい政策と市場
の枠組みが整っています。最も成功
を収めている再生可能エネルギー
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技術は、“特効薬”ではないにして
も、その有望なコストカーブと増え
続ける応用例から生まれた競争力
から恩恵を得られるかもしれませ
ん。問題は、再生可能エネルギーの
拡大と効率性の向上が必要である
かどうかではなく、いつどこで必要
なのかという点なのです。
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Advancing our
Understanding

現在、『第 5 次評価報告書
（AR5）』が作成の最終段
階に入っていますが、9月

に発表された『第1作業部会（WG1）
報告書』がすでに大きく貢献してい
ます。WG1報告書では、AR4が
完成した2007年以降の刊行物の
ほぼ3分の2にあたる、9,200 件
の独立する刊行物を評価・引用し
ています。したがって、最新の情報
が掲載されており、気候変動の物
理科学的基盤に対する我々の理解
を促進させることは間違いありま

1,400 年間で最も温暖な30 年間
だったと考えられます。気候システ
ムの温暖化は氷雪の減少を招いて
います。この20年間で、グリーンラ
ンドと南極の氷床は質量が減少
し、ほぼ世界中で氷河の縮小が進
み、北極海氷と北半球の春の積雪
は面積が減少し続けているのです。

世界各地で見られる海面上昇の
原因は 2 つ、すなわち氷の融解と、
海水温の上昇による熱膨張です。
AR5 は、19 世紀半ばからの海面
上昇率が過去 2,000 年間の平均
値よりも高いと述 べています。
1901 年から 2010 年までの間の
海面上昇は、世界平均で 0.19（0.17
～ 0.21）メートルでした。世界の
水循環も大きく変化しています。

大気や海水の温暖化、世界の水
循環の変化、氷雪の減少、世界の
平均海面上昇、一部の気候極値の
変化に、人間の影響が認められ

せん。WG1報告書ではいくつかの
重要な発見を紹介しており、それら
がすべて、AR4の発見にさらなる
重要性と信頼性を与えているので
す。いくつかのケースにおいて、
2007年には明らかになっていな
かった新たな推測や定量的情報も
提供しています。たとえば、AR4は
気候システムの温暖化については
疑う余地がないことを明確に示し
ましたが、WGI報告書は一層詳細
になり、1950 年代以降に観測さ
れた変化の多くは数十年から数千
年にわたり前例を見ないものであ
ると述べています。

さらに、過去30年間にわたり10
年ごとに計測した地球の表面温度
が、1850 年以降のどの時期より
も上昇し続けていると結論付けて
います。

北 半 球 で は、1983 年 か ら
2012年にかけての時期が、過去

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の『第4次評
価報告書（AR4）』が、いくつかの発見を発表しました。その
発見とは、気候変動の影響によって他の理由ですでに存在
しているいくつかのストレスが深刻化する可能性があると
いうこと、そして世界が温室効果ガス（GHGs）削減に向
かって進めば、エネルギー安定供給が強化され、健康効果
の増強につながる局地汚染が軽減されるなど、大きなコベ
ネフィット（＝相乗便益）が生まれる可能性があるというこ
とです。

理解を

ラジェンドラ・K・パチャウリ
（RAJENDRA K. PACHAURI）
エネルギー資源研究所（TERI）所長、
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）議長

深める
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Advancing our
Understanding

2300年までに1メートル以内であ
ると示していますが、これは二酸化
炭素濃度がピークに達して低下し、
500 ppm 以下を維持した場合の
放射強制力を前提としています。た
だし、二酸化炭素濃度が 700 ～
1,500 ppmの場合は1メートルか
ら3メートル以上は上昇すると見ら
れています。

氷床の質量が減少し続ければ、
より大規模な海面上昇を招くこと
になるでしょう。そして、その一部は
取り戻すことができません。現在は
産業革命前と比べて摂氏1度から
約4度と推定されている、いくつか
の閾値を超えて温暖化が続けば、
1,000 年あるいはそれ以上の時間
をかけてグリーンランドの氷床がほ
ぼ完全に消失することは強く確信
されています。そうなれば、世界の
平均海面上昇は7メートルに達す
るのです。気候強制力への反応とし
て、南極氷床の海洋を基盤とする
部分が持つ潜在的不安定性によ
り、突然また不可逆的に氷が消失
する可能性はありますが、現在の証
拠と理解では定量的評価を行うに
は不十分です。

さらにAR5では、地球工学オプ
ションについての評価も行っていま
すが、これらを包括的に解釈するに
は、AR5 の他の報告書の完成を
待たなければなりません。WG1報
告書のいくつかの研究成果によっ
て、残りの4 巻の評価からも多くの
新たな見識を得られると考える、十

分な確信を我々は持っています。し
かしながら、すでに世界はAR4か
ら、気候変動への効果的な対策に
向けて前進し、行動を起こすのに
十分な知識を得ているのです。
AR4は、適応策も緩和策も、どちら
か一方だけでは気候変動によるす
べての影響を回避することはでき
ないと明確に述べています。ただ
し、適応策と緩和策は互いに補完
し、気候変動のリスクを著しく低下
させることができるのです。

多くの影響は緩和策によって軽
減、先送り、回避することが可能で
あり、それにより、エネルギー安定
供給の強化や、局地汚染の軽減、
ひいては健康効果の増強といっ
た、大きなコベネフィット（＝相乗
便益）が生まれる可能性がありま
す。これらのコベネフィットが生ま
れなかったとしても、温室効果ガス
濃度を445 ～ 535 ppm（二酸化
炭素換算）に安定化するという厳
しい緩和戦略によって、2030 年
の世界全体のGDPの3％を超え
る負担にはならないことが、AR4
によってわかっています。さらに、障
壁を取り除いて実質、負のコストを
伴う緩和チャンスを実行に移せば、
2030 年には年間 6ギガトンカー
ボン（二酸化炭素換算）の排出削
減が可能であることを示すボトム
アップの研究があることもわかって
いるのです。経済緩和のポテンシャ
ルは概して市場緩和のポテンシャ
ルよりも大きく、適切な政策が実施
され、障壁が取り除かれた時に、初
めて実現するものです。ゆえに、効
果的な行動を起こすための適正な
対策と枠組みを整えることが、気候
変動に伴うリスクを最低限に抑え
るための有効なグローバル戦略
の、明確な目標であり続けるのです。

るとAR5は述べています。また、人
間の影響が20 世紀半ば以降に観
測された温暖化のおもな原因であ
る「可能性が極めて（extremely）
高い」（可能性は95％以上）と述
べています。AR4では「可能性が
とても（very）高 い」（ 可 能 性は
90％あるいはそれ以上）と表現さ
れているため、確信が高まったわけ
です。2100年以降も、何世紀にも
わたって世界の平均海面上昇が続
くことは、ほぼ確実であるとわかっ
ています。いくつかの2100年以降
の有効なモデル結果が、産業革命
前からの世界の平均海面上昇は

95%

――第5次評価報告書
（AR5）

を占めると考え
られています。

人間の影響が
20世紀半ば以
降に観測された
温暖化の原因の
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気候と天候は、私たちが吸う空気や食べる食
糧、飲む水に影響を及ぼします。気候変動は
すでに、農業、食糧の確保、災害リスク管理、

新鮮な水の安定供給に影響しつつあります。自然災
害、およびそれに伴う人口移動や生計の悪化、インフ
ラの崩壊、病気の蔓延につながる過密状態やごみなど
も、気候変動によって引き起こされるのです。世界中で
幼い子供たちの死因の 2 番目に挙げられる下痢

予防と備えは公衆衛生の心臓部です。リスク管理は私たちにとって、なくてはならないもので
す。気候は変動しており、健康にいくつものしばしば深刻な影響を及ぼします。気候変動に関する
データは、とりわけ気候変動による健康への影響が最も大きい途上国においては、リスク管理の
確かな基盤となるのです。
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マーガレット・チャン
（MARGARET CHAN）
世界保健機関（WHO）事務局長

健康
への対策 Healthy measures
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れも、流行が発生している国々に
おける気候サービスの強化が、流
行の開始時や深刻度、期間の予測
に役立つ可能性があります。これ
らの予測が公衆衛生の核心、すな
わち予防と備えになるのです。伝染
病は社会の混乱を招く可能性が
非常に高く、対応には大規模な物
流整備が必要となります。何が差
し迫っているのかを知ることで、衛
生当局は致死率を下げる薬剤やワ
クチン、その他の治療を事前に準
備することができるのです。

すべてが気候変動に対して非常に
敏感です。コレラは大雨や洪水に
伴うことの多い病気ですが、水の
確保や食糧、個人衛生を危険にさ
らす干ばつによって流行が引き起
こされることもあるのです。毎年、
世界中で50カ国以上がコレラの
流行をWHOに報告しています。

このわずか10年の間に、健康と
経済への脅威となるデング熱の深
刻性が劇的に増大しました。初の
症例を報告する国が増えていま
す。社会の激しい混乱や経済の衰
退という形で、さらに爆発的に流
行するでしょう。デング熱を媒介す
る蚊は、民家の近くの水場や、紙
コップよりも小さな都市ごみの中
で繁殖できるよう適応しているた
め、都市部での深刻な大流行が特
に懸念されています。

細菌性髄膜炎は、サハラ砂漠以
南のアフリカにとって、おそらく最
も恐ろしい感染症でしょう。なぜな
ら、非常に多くの若者に脳障害や
難聴といった不治の後遺症を残す
からです。人々の命を脅かし、身体
を衰弱させる細菌性髄膜炎の流
行が、毎年のようにアフリカの髄

200,000,000

――WHO推定

件以上の臨床
例が発生し、お
よそ65万人が
死亡しており、
その大半がサハ
ラ砂漠以南の
アフリカに住む
幼い子供たち
なのです。

マラリアによっ
て毎年、

は、このような環境から発生してい
ます。

世界で最も懸念されている多く
の病気には、おもに暑さや湿気、降
雨パターンの状態によって形作ら
れる伝染サイクルがあります。その
典型的な例がマラリアです。マラリ
ア寄生生物と、伝染に関与してい
る蚊は、気候変動の影響を非常に
受けやすいため、何度も病気の流
行を引き起こしています。科学者
は、季節ごとの予測の精度が上
がった一連の気候データを用い
て、マラリアの異常な広がりを予測
し、準備を促しています。薬がなけ
ればマラリアに感染した子供は24
時間以内に死に至ることもあるた
め、この予測を行うことが極めて
重要なのです。

マラリアは非常に大きな問題で
す。病気の流行地域、特にアフリカ
では、健康に関連するものでは唯
一最大の経済発展を阻む障壁と
なっていま す。 世 界 保 健 機 関

（WHO）の推定では、マラリアに
よって毎年、2 億件以上の臨床例
が発生し、およそ65万人が死亡し
ており、その大半がサハラ砂漠以
南のアフリカに住む幼い子供たち
なのです。

コレラ、デング熱、細菌性髄膜炎
といった流行の傾向がある病気
も、多くの人に感染しており、その

膜炎ベルト地帯を襲い、治療を受
けることができなければ感染者の
半数が命を落としています。実際に
こうした流行の引き金が何である
かは、完全には解明されていません
が、気候との関連性が有力です。流
行は必ず、暑くて埃っぽいハルマッ
タンの風と共にやって来るのです。

これらの感染症についてはいず

©
:S

H
U

TT
ER

ST
O

CK

 OUR PLANET  未来はプライスレス 17



気候は新たな病気を生み出す可
能性もあります。新たな人間の病
気のおよそ80％は、家畜あるいは
野生動物から発生しています。食糧
や水の供給に影響を及ぼす気候
変動は、野生動物の個体数や分
布、人里への侵入にも直接関わっ
てきます。

気候に関連する動物の個体数

の変化により、動物の持つ病原体
が種の壁を越えて人間に影響を及
ぼす可能性があります。マレーシ
アのニパウイルスや、米国のハンタ
ウイルスなどがその例です。ハンタ
ウイルスの場合、深刻な新しい呼
吸器系疾患の発生は、長期間にわ
たる干ばつの後の大雨によって、
シカネズミの個体数が影響を受け
たことが関連していました。

別の例として、渡り鳥が大陸や
海を越えて、西ナイル熱や危険な
H5N1型鳥インフルエンザを広め
る可能性があります。鳥たちの移
動は、風や寒冷前線といった環境
条件によって引き起こされます。ニ
パウイルスのブタや鳥インフルエ
ンザの鳥類のように、これらの病
気が中間宿主を持つと、莫大な経
済損失が出るでしょう。

WHOと加盟国が望むのは、こ
れらすべての病気に対して、緊急
時の対応をするのではなく、先を
見越したリスク評価や早期警告シ
ステム、予防対策を講じるよう移
行していくことです。気候サービス
は、それを実現するうえで力強い
支えとなります。

公衆衛生への取り組みのひと
つの強みは、病気のパターンや傾
向は、良いことも悪いことも、気候
変動の影響を受ける他の多くの
事柄より的確に測定することがで
きる点です。すでに気候変動は病
気のパターンや傾向に影響を及ぼ
しつつあります。世界の気候が変
わり続けるにつれ、健康との関連
性がますます明らかになるでしょ
う。気候が人々の命や生活、健康
に影響を及ぼすという確かな証拠
は、気候変動を深刻に受け止め、
行動に移すための多くの議論を重
視したものでなければなりません。
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www.cop19.gov.pl/
国連気候変動枠組条約第19回締約
国会議（COP19）の公式ウェブサイト

www.cop19.org/
COP19で起きていることはすべて
こちらで。

www.unep.org/ccac
短期寿命気候汚染物質削減のための
気 候と大 気 浄 化 のコアリション

（CCAC）

www.globalchange.gov/
「 米 国 地 球 変 動 研 究 プ ログラム
（USGCRP）」は、地球環境の変化と
その社会への影響に関する連邦政府
の研究を整理・統合している。

http://www.iea.org/
topics/climatechange/
国際エネルギー機関（IEA）は信頼性
のある安価なクリーンエネルギーの
確保に向けて協力している。

http://sustainability.
thomsonreuters.com
トムソン・ロイター財団のWebサイト
は、気候、エネルギー、健康、法律、
コーポレート・ガバナンスといった分
野の専門家による、持続可能性全般
に関するさらなる見識を提供すること
を 目 標 としてい る。 ま た「Youth 
Perspectives（＝若者の視点）」とい
うセクションでは、特に今日の決定の
影響を受けることになる次世代の声
を紹介することを目指している。

www.cleancookstoves.
org

「クリーンな調理用コンロのための国
際 協 力（Global Alliance for Clean 
Cookstoves）」は、人命の救助や生活
改善、女性の地位向上、クリーンで効
率的な調理用コンロのための好調な
世界市場の開発のための官民のイニ
シアティブである。

WWWs

1750年以降、太陽から届
く平均エネルギー量は一定
か、あるいはわずかに増加
している。――NASA

1750 

熱帯や亜熱帯では、作物
の耐熱性がすでに限界
近くまで高まっており、暑
さが厳しくなり、モンスー
ンが移動し、土壌が乾燥
すると、収穫高が3分の1
に減少する可能性があ
る。――UNEP

1/3 

100万+
生息地の消失、生態系の変化、海洋の酸性化によって
絶滅の危機に瀕している種は100万種以上に上る。
――ナショナルジオグラフィック・ニュース

米国は世界のわずか5％の人口である
にもかかわらず、大気中への排出の原
因の25％を占めている。――The 
global warming overview（Web
サイト）

25% 

メタンと黒色炭素が急激に減少すれば、年間で200万人以上の早死を防
ぎ、3,000万トン以上の作物の損失をなくすことができる。さらに、2050
年までに推定されている温暖化をおよそ摂氏0.5度遅らせて、近い将来に予
測される温暖化をほぼ半減することも可能かもしれない――UNEP

3,0 00万

世界で排出されている黒
色炭素のおよそ19％が
交通輸送部門によるも
のである。――短期寿命
気候汚染物質削減のた
めの気候と大気浄化の
コアリション（CCAC）

19% 

畜産業による温室効果ガス
排出量は交通輸送部門より
も多く、世界全体の約18％を
占めている。――国連食糧農
業機関（FAO）

18%
 

石油ガス部門は世界全体
の人為的なメタンガス排
出量の20％以上を占めて
いる。――CCAC

20% 

太陽熱のおよそ90％は温室効
果ガスに吸収され、そして地表
に向けて再び放出され、生命を
維持するための平均温度に暖
める。――米国航空宇宙局

（NASA）

90% 

我々の食事は（車の）
運 転の 2 倍の 温 室 効
果ガスを排出している。
――ニュー・サイエン
ティスト誌

都市固形廃棄物は世界全体のメタンガス排出の3 番目
の原因である。――CCAC3番目

地球に届く太陽エネルギーのお
よそ30％は宇宙に向けて反射
している。――環境防衛基金

（EDF）

30% 

毎年、3,400万エーカー分の樹木
が伐採・燃却されており、大気中に放
出される二酸化炭素の25％の原因
となっている。――NASA

3,4 00万

numbers　数字にびっくり
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2020

問題点：

電気による照明は、世界のエネ
ルギー消費量のおよそ15％、世界
全 体 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量

（GHG）の原因の5％を占める。こ
の問題に対する政策を早急に実行
しなければ、照明によるエネル
ギー消費量は2030 年までに全体
で60 ～70％増加し、気候変動に
劇的な影響を及ぼすだろう。非効
率 的な白熱電 球の段 階 的廃 止
は、二酸化炭素排出量を削減する
最も簡単かつ費用効率の良い方
法のひとつだ。

解決策：

UNEPの「en.lighten」イニシア
ティブは、市場の効率的な照明技
術への移行を促進する政策や具
体的措置を実行に移す国々を支援
している。世界全体ですべての非
効率的な照明の段階的廃止を達
成する目標期限は2016 年末とさ
れている。

世界全体で効率の良い照明へ
の移行を実現するための取り組み
を動員すべく、UNEPは各国政府
の代表と、30カ国40を超える団
体から照明の専門家を招集し、効
率的な照明戦略の開発と実行を
成功に導くためのガイダンスを
行った。

5%
は電気の照明に
よるものである。

世界全体の温
室効果ガス排出
量（GHG）の

 UNEP at work

UNEPの活動

効率の良い照明に切り替える
mAKiNg THE sWiTcH TO EFFICIENT LIGHTING

 OUR PLANET  未来はプライスレス 21 OUR PLANET  未来はプライスレス20



影響：

エネルギー効率の良い照明への転換によって、電
気料金の大幅な削減、エネルギー輸入の減少、消費
者の暮らしの改善、二酸化炭素排出量の削減が実現
する。実際、世界中でオングリッドとオフグリッドの両
システムの非効率的な照明をすべて取り替えれば、年
間1,400 億ドル以上ものコスト削減につながり、同時
に英国全体の排出量を上回る年間5億8,000万トン
もの二酸化炭素を削減することも可能である。

UNEPは「en.lighten」イニシアティブの一環として、
150カ国以上についてはオングリッドシステム、80
カ国についてはオフグリッドシステムの照明に関する

『Country Lighting Assessments（ ＝各 国 照 明 評
価）』を発表した。これは、効率的な照明による、省エ
ネ、コスト削減、二酸化炭素排出量削減の可能性に
注目したものだ。また、効率的な照明に関する世界全
体の政策マップもオンラインで公開しており、効率的
な照明についての政策や計画、成功例に関する各国
の準備状況の概要を示している。

問題点：

「en.lighten」イニシアティブは官民連携の成功例で
あることが実証されている。これは、UNEP、オスラム
社、フィリップス・ライティング、中国の国家電光源質
量監督試験センター（NLTC）の間で立ち上げられた
イニシアティブで、地球環境ファシリティ（GEF）や、ご
く最近ではオーストラリア政府の支援を受けている。
www.enlighten-initiative.org

サクセス・ストーリー
50カ国以上が「効率的な照明のためのグローバル・パートナー

シップ・プログラム」に加盟し、「en.lighten」イニシアティブが目標
達成の期限として掲げる2016 年までに、世界全体が協力してエ
ネルギー効率の良い照明への移行を実現することを公約した。国
あるいは地域レベルにおける効率的な照明戦略の策定のために、
27カ国に対して直接的な支援が提供されている。
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UNEP AT WORK

解決策：

「短期寿命気候汚染物質削減
のための気候と大気浄化のコアリ
シ ョン（CCAC）」は、SLCPsを
緊急かつ共同の課題と捉える初
の世界的な取り組みだ。これらの
汚染物質を早急に削減して現在の
人間と環境を守り、今世紀前半の
うちに気候変動のペースを遅らせ
るために尽力している。各国政
府、政府間機関、NGO（＝非政府
組 織）の連携により組 織され、
UNEP が主催するCCACは、グ
ローバルな行動に大きな変化を引
き起こすため、ハイレベルな政治
的意思に影響を与えることを目的
としている。

短期寿命気候汚染物質
（SLCPs）に取り組み、
健康、農業、気候を
改善する
Better health, better agriculture, better climate 
by tackling short-lived climate pollutants

問題点：

短期寿命気候汚染物質（SLCPs）は、大気中の寿命が数日から数十年と比較的短
く、気候を温暖化させる物質である。おもな物質としては、黒色炭素、メタン、ハイドロフ
ルオロカーボン（HFCs）、対流圏オゾンが挙げられ、二酸化炭素に次いで、人間が増大
させてしまった地球の温室効果の最も重要な原因物質だ。これらのSLCPsは、直接的
には人間の健康や農業、生態系への影響という形で、また間接的には気候への影響と
いう形で、公衆衛生、食糧および水の確保、経済の安定に影響を及ぼしている。世界全
体で迅速かつ有効な行動が求められる主要な開発課題となっている。

 UNEP at work

UNEPの活動
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■ CCACは、能力開発と、国家レ
ベルでのHFCsのインベントリの
策定も奨励している。また、石油・
天然ガスの分野で企業や国による
グループと協力し、天然ガスのベ
ンティング、漏出、フレアリングに
よる排出を大幅に削減するための
メカニズムや自発的な取り組みを
策定したり、関係各国の政府と協
力してSLCPs 削減のための国家
行動計画の早期公表を支援したり
している。さらに、各国政府や民間
部門、資金供与国、金融機関、専
門家グループ、投資家ネットワーク
と協力して、SLCPs削減プロジェ
クトの資金調達と実施に向けた障
壁を明らかにするほか、途上国お
よび先進国における家庭の調理
や暖房により排出されるSLCPs
の削減ペースを上げるための取り
組みや、ラテンアメリカで実施予定
のSLCPsに関する初の地域評価
の計画策定も行っている。

目 標 達 成を 促 進 するため、
CCACはこれまでに影響力の大き
な10の国際的イニシアティブを立
ち上げた。これらのイニシアティブ
は、コアリションの活動と各パート
ナー機関の取り組みに戦略的方
向性を与え、主要部門における排
出量削減や汚染物質の削減を促
進すべく、早急に気候と清浄な大
気の恩恵をもたらすものだ。それぞ
れのイニシアティブの開発と実行
については、共同作業の中で一部
のパートナー機関が先導している。

影響：

■ CCACは各国政府と協力して、
大型車による排出への取り組み、
グローバルな硫黄戦略とグリーン
な輸送憲章の策定、民間部門との
協調関係の構築のための、規制と
仕組みを促進し、実行に移してい
る。

■レンガの製造は、黒色炭素やそ
の他の汚染物質を大幅に削減で
きうる重要分野であることが確認
されており、政治的関心を高め、レ
ンガの製造による影響を緩和する
能力を開発するために、世界各地
で意識向上キャンペーンが実施さ
れている。

■ CCACのパートナー機関は、地
方自治 体 政 府や各 国 政 府と共
に、自治体の固形廃棄物部門全体
でSLCPsの排出削減に取り組ん
でいる。このイニシアティブは、技
術支援や情報交換、ネットワー
ク、訓練など、包括的な援助を各都
市に提供する。活動は10都市で始
まっており、これらの都市がそれぞ
れの国や地域において、ベストプラ
クティスを紹介し、関心を持つ他
の都市と経験を共有するうえで、普
及大使のような役割を果たすだろ
う。

サクセス・ストーリー
CACCは2012年2月、バングラデシュ、カナダ、ガーナ、メキシコ、スウェーデン、米

国の6カ国および UNEPの7つのパートナーで発足した。当時、SLCPsの問題はあま
り知られていなかった。18カ月のうちに、33の政府と欧州委員会、38の非国家組
織が参加し、パートナー機関は72団体まで増加した。SLCPsは今や、気候変動や大
気汚染による環境や人間への影響に関するフォーラムやイベントの主要議題となって
いる。www.unep.org/CCAC

72
団体がCCAC
に加盟している。
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発足以来、
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気候変動とその影響は、6 年前の予想よりも速
いペースで、そしてもっと深刻な形で現れつつ
あります。気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）の『第5次評価報告書（AR5）』は、現在の二
酸化炭素濃度は過去80万年で最も高く、このままで
は世界の気温は過去数百万年に例を見ないほど上昇
するだろうと結論付けています。しかし、多くの調査に
より、迅速かつ積極的な緩和策を講じれば、まだ最悪
の影響を避けることは可能であり、21世紀末までに
世界の気温の上昇を摂氏1.5 ～ 2 度以内に抑えられ
ることがわかってきました。そのような考えから、最も
急速に拡大している問題のひとつを解決すべく、世界
は重要な一歩を踏み出しました。G20 諸国にエチオ
ピア、スペイン、セネガル、ブルネイ、カザフスタン、シン
ガポールを加えた各国の指導者たちは、ハイドロフル
オロカーボン（HFCs）の生産・消費を段階的に削減す
るというモントリオール議定書の適用を支持すること
を発表したのです。

モントリオール議定書によるHFCsへの取り組み
は、現在拡大しつつある世界的戦略の一環にすぎませ
ん。それは、国連気候変動枠組条約に定められた排出
量削減の算定・報告を続ける一方で、世界的な気候問
題の荷をほどいて中身を開け、その一つひとつに、並
行して行われているいくつもの国際協力イニシアティブ

（ICIs）を通じて対処するという戦略です。モントリオー
ル議定書や「短期寿命気候汚染物質削減のための気
候と大気浄化のコアリション（CCAC）」などの ICIs
に基づく迅速な行動が、いくつもの気候問題の早急な
解決に役立っています。

現在の気候変動の原因の半分以上は二酸化炭素
や亜酸化窒素といった長期寿命の温室効果ガスです
が、残りは黒色炭素やメタン、対流圏オゾン、HFCsな
どの短期寿命気候汚染物質（SLCPs）が原因である
ことがわかってきました。そのことが、多角的な戦略が
勢いを増しているひとつの理由です。これらのガスや
エアロゾルの緩和は、時間差で気候にメリットをもた
らします。すなわち、SLCPsに対しては短期的に大き
な効果があり、二酸化炭素に対しては後々その効果が
表れてくるのです。短期的に気候を保護し、長期的
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（YANGYANG XU）
カリフォルニア大学サンディエゴ校スクリップス海洋研究所
ダーウッド・ザエルケ

（DURWOOD ZAELKE）
ガバナンス＆持続可能な開発研究所創設者兼所長

問題
の荷ほどきをする

Unpacking
the

Problem
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従来、インドや中国などの国々
は、経済的、技術的に利用可能な
代替手段があるのか、また段階的
削減の費用をまかなう十分な資金
提供を得られるのかどうかを懸念
し、モントリオール議定書に基づく
HFCsの削減に消極的でした。し
かしながら、昨年の夏に中国の習
近平国家主席とインドのシン首相
は、米国や国際社会と協力し、議
定書に従ってHFCsを段階的に削
減するという2つの協定を結びま
した。両国の公約と並行して、9月
初めに出されたG20 首脳宣言で
は、国連気候変動枠組条約に定め
られた取り組みについて、HFCs
の生産・消費の段階的削減のため
のモントリオール議定書の専門知
識と機関の利用を含む補完的イニ
シアティブを支持し、排出量の算出
と報告については引き続きHFCs
を国連気候変動枠組条約と京都
議定書の範囲内に含めることを発
表しました。10月に開催されたモ
ントリオール議定書締約国会合で
は、さらなる進展が見られました
が、HFCsの段階的削減について
合 意 を 成 立させるた め に は、
2014年にもやるべき仕事がたくさ
ん残されています。

モントリオール議定書に基づく
高 GWP の HFCs の段 階 的 削 減
と、他のICIsにおける同様の措置
によって、さらに多くの気候変動緩
和効果を早期に生み出すことがで
きます。この多角的な戦略によっ
て、気候変動緩和策の迅速な進展
が可能であることを証明し、政治
的モメンタムを形成するために必
要な楽観意識を早急に植え付け
て、2015 年の新しい国連気候条
約を成功に導くことができます。そ
して、20 年前に国際社会が合意
した、「大気中の温室効果ガス濃
度を、気候システムに対して危険な
人為的干渉を及ぼすことにならな
い水準で」安定化させるという最
終目標を達成することが可能にな
るのです。

私たちの研究では、高GWPの
HFCsを低 GWPの有効な代替物
質に替えることで、気温の上昇を
2050 年までに摂氏 0.1度、21世
紀末までに摂氏 0.5度抑えられる
ことがわかりました。他の3つの
SLCPsの削減と組み合わせれば、
2050 年までに摂氏 0.6度、今世
紀末までに摂氏1.5度もの気温上
昇を防げる可能性があります。積
極的な二酸化炭素排出削減、高
GWP の HFCsの低 GWP 代替物
質への交換、黒色炭素やメタン、対
流圏オゾンの削減を合わせて実施
すれば、今後30 ～ 40 年間の世
界の気温上昇を摂氏1.5 度以内
に、また2100 年まで摂氏 2 度以
内に抑え続ける大きなチャンスが
あるのです。

モントリオール議定書に基づく
高 GWP の HFCs の段 階 的 削 減
は、私たちが実施できる最大かつ
最速、そして最も信頼性の高い短
期的な気候緩和策です。また、モン
トリオール議定書に従って冷媒を
段階的に廃止するための費用は、
これまでのところ二酸化炭素換算
で1トンあたり10セント未満なの
で、コスト面でも最も安くすみそう
です。

モントリオール議定書に従って
高GWPのHFCsを段階的に削減
するため、2 つの案が進められて
います。ひとつはモロッコとモル
ディブの支持を得てミクロネシア
連邦が行っているもの、もうひとつ
は北米諸国であるメキシコ、カナ
ダ、米国が行っているものです。こ
の2つの案は類似しており、どちら
も HFCs の 生 産と使 用を85 ～
90 ％ 削 減 し、2050 年 ま で に
1,000 億トン相当の二酸化炭素
排出を抑え、京都議定書に定めら
れた6 種の温室効果ガスのひとつ
を大幅に削減します。

に気候を安定させるためには、長
期寿命でも短期寿命でも、汚染物
質を積極的かつ早急に削減するこ
とが必要です。非常に多種多様な
これらの気候汚染物質に取り組む
一番の早道として、さまざまな話し
合いの場を設ける場合が多いこと
を、ICIsのアプローチでは認識し
ています。

モントリオール議定書を適用し
てHFCsの生産・消費を段階的に
削減しながら、気候変動枠組条約
に従ってHFCs排出の算定と報告
を行うという取り組みは、ICIsの
荷ほどき戦略の一番の例です。6
月に私たちは仲間と共に新しい研
究を『Atmospheric Chemistry and 
Physics（＝大気の化学と物理学）』
に発表して、この荷ほどき戦略が
いかに重要であるかを強調し、地
球 温 暖 化 係 数（GWP）の 高 い
HFCsを直ちに削減することの重
要性を確認しました。

HFCsは、米国、欧州連合、中
国、インドなど多くの国々で最も急
速に増加している温室効果ガス
で、世界全体で年間10 ～ 15％ず
つ増加しています。また、1トンあ
たりの温暖化効果が二酸化炭素
の数百倍から数千倍もある強力な
気候強制因子です。全体として見る
と、現在の気候変動に対する影響
力は小さいものの、21世紀半ば
までに何の介入措置も講じなけれ
ば、2050 年にはHFCsの気候強
制力は2005 年の 20 ～ 30 倍に
もなる可能性があります。このよう
なHFCsの強制力の増大は、現在
から2050 年までの二酸化炭素の
強制力の増大と比べると最大 30
～ 45％に相当するもので、2050
年までに予想される二酸化炭素排
出量の 6 ～ 13 年分に相当するこ
とになります。

HFCs は、 米
国、欧州連合、中
国、インドなど
多くの国々で最
も急速に増加し
ている温室効果
ガスで、世界全
体で年間10～

15% 
ずつ増加してい
ます。
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ロミーナ・ピコロッティ
（ROMINA PICOLOTTI）
アルゼンチン人権環境センター所長

これらの汚染物質への対策
を講じることで、毎年、何
百 万人もの 命を救 い、

3,000万トンもの作物の損失を削
減できることがわかってきました。
しかも同時に、現在の地球温暖化
のペースを半減させることもできる
のです。事実、短期寿命気候汚染
物質（SLCPs）の削減は、今後数
十年間の気候変動のペースを遅ら
せ、短期的な気候の影響を最も受
けやすい人々や地域を守るために
不可欠なのです。

2012年、何十年間にもわたる科
学研究をもとに、市民社会の後押
しを受け、6カ国の政府と国連環
境計画（UNEP）がCCACを設立
しました。

それから2年も経たないうちに、
CCACには72のパートナー機関、
信託基金、ハイレベル科学諮問パ
ネルが参加し、SLCPs 削減対策
の規模を拡大する9つのイニシア
ティブが承認され、活動を開始して
います。

これらの汚染物質は、大気中で
の寿命が2日から15 年までと比較

的短く、気候の温暖化効果がある
という共通点を持っています。これ
らを合わせると、人為的な放射強
制力の約半分はSLCPsが原因と
いうことになります。また、黒色炭
素、メタン、対流圏オゾンも危険な
大気汚染物質で、人間の健康や農
業、生態系にさまざまな悪影響を
及ぼしています。

「人は自分の欲しいものを手に入れるために旅に出て、
その途中で、自分に必要なものは何であるかを見出す」
と、アメリカの作家、ウォーリー・ラムは語っています。黒
色炭素、メタン、対流圏オゾン、ハイドロフルオロカーボン
（HFCs）の削減を目的として設立された、短期寿命気候
汚染物質削減のための気候と大気浄化のコアリション
（CCAC）の活動も、それと少し似ています。

素早く、
　そして爽快に Fast

and
refreshing
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SLCPsは大気中に何千年も残
留する二酸化炭素に比べると寿命
が短いため、削減対策を講じれ
ば、大気中の濃度を早急に低下さ
せ、比較的短期間で気温低下とい
う気候への効果を生むことができ
ます。SLCPsのうち、黒色炭素と
メタンの 2 種類を削減するための
迅速な対策により、温暖化のペー
スを世界全体では半分に、北極で
は 3 分の1に減らせる可能性があ
ります。また、HFCsの段階的削
減によって、温暖化のペースをさら
に 20％減らすことができるかもし
れません。

CCACは、短期寿命気候汚染
物質への取り組みを公約し、この
世界的な活動に参加を希望する国
や非国家主体を歓迎しています。
パートナー機関は、SLCPs 対策
が世界 的な二 酸 化 炭 素 削 減 対
策、特に国連気候変動枠組条約に
基づく取り組みに代わるものでは
なく、これを補完し、補助するもの
でなければならないことを、はっき

りと理解しています。

各国政府やその他の主体は、
CCACに関心を抱いていますが、
疑念もまた持っています。単に、気
候変動に取り組まなければならな
い“北”の責任を軽減するだけの
取り組みではないのか、という疑
問を感じているのです。しかしなが
ら、CCAC がその活動を強化す
るにつれ、このような疑念はいくら
か薄れてきました。CCACは交渉
の場ではないので、各国は国際的
な気候協定の交渉のために参加し
てはなりません。むしろ、従来は政
治的議題から取り残されていた分
野、あるいは廃棄物管理、レンガ
窯、石油企業の流出、大気汚染防
止、資金調達、制度の強化といっ
た、単独で取り組むのは困難でも
CCACが支援できそうな分野での
活動を強化するチャンスと捉えて
参加すべきでしょう。

CCACは活動を充実させるため
の土台であり、国内の問題に対処
して国民の生活を早急に改善する
と同時に、国際的な取り組みにも
戦略的な影響を及ぼしたいと考え
る政府にとっては、非常に魅力的
で有益な組織です。パートナー機
関は協調精神と緊迫感を持って活
動しており、多くの方面で行動を開
始しています。CCACはまだ草創
期にあり、今後の道のりは長いで
すが、これまでのところ、その取り
組みは世界を元気づけてきたと言
えるでしょう。
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総額 2 億1,000万ユーロ（2 億8,968万ドル）のア
シェゴダ風力発電所は、フランス企業のベルニエ社
が、BNPパリバ銀行とフランス開発庁（AFD）から無
利子融資を受けて建設したものである。エチオピア政
府は費用の9％を負担した。

84 基のハイテク風力タービンがそびえる足元は、
村人たちが何世代にもわたって同じように牛の群れを
追い、ロバの引く荷車を走らせる乾燥地帯である。

「さまざまな研究によって、エチオピアのどの地域で
も、豊かな風力エネルギー資源を利用できることが証
明されています。エネルギー部門を活用せずに成長を
維持することは、わが国には不可能です」と、ハイレマ
リアム・デサレン首相は開所式のスピーチで述べた。

このプロジェクトは、首都アディスアベバから約
475マイル（＝約760キロメートル）北に位置するティ
グレ州メケレの郊外で行われているもので、120メガ

ワットの発電容量を持ち、今後は年間約4億キロワッ
ト時を発電する予定だ。3 年半をかけて段階的に完
成され、これまで国内の電力網に9,000万キロワット
時を供給してきた。

“アフリカの角”に位置するエチオピアは、度重なる
停電に悩まされてきた。今後3 ～ 5年以内に発電容量
を2,000メガワットから1万メガワットまで拡大する
計画で、その大半は現在ナイル川に建設中の、発電容
量6,000メガワットのグランド・ルネッサンス・ダムか
ら供給されることになる。

この計画には、風力発電容量を800メガワット以
上、地熱発電容量を100メガワット弱まで拡大するこ
とも盛り込まれている。

アフリカ最大の風力発電所がエチオピアで稼働を開始し
た。水力発電から多様な発電へのシフトを目指しており、この地
域のエネルギーの主要輸出国になろうとする同国の取り組みに
貢献している。

クリーン
な生活Clean living

 innovation

技術革新
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バンブーバイク：竹製自転車の能力はますます高まりつつある。さまざまなロードテスト
をクリアしたこのマウンテンバイクは、2,000ドル以上の価格で販売されている。竹は鋼鉄よ
りも丈夫で、カーボンファイバーのように粉々に砕けたり、アルミのようにへこんだりしない。さ
らに、堅いフレームが振動を吸収するため、路面への反応は敏速だが快適な乗り心地だ。

ロケットコンロ：燃焼効率が良く、熱と気流を効果的に利用し、操作も安全で最高の使
いやすさを実現したロケットコンロは、第三世界の多くの国々にとっては理想的なコンロだ。

アシェゴダの84基の風力タービンのひとつ
の傍らにたたずむ少年

84
アシェゴダ風力
発電所のハイテ
ク風力タービン
の数
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先ごろUNEP親善大使となったトゥー
レは、現在急増中の密猟と戦うこと
を宣言した。この密猟によって毎年、

何千頭ものアフリカゾウが殺されているのだ。

ブラジル人スーパーモデルのジゼル・ブン
チェン、アメリカ人俳優のドン・チードル、中
国人女優のリー・ビンビン、フランス人写真
家のヤン・アルテュス＝ベルトラン、インド人
経済学者のパバン・スクデフといった他の
親善大使と同様に、トゥーレも環境保護に
対する認識を高め、理解を深めてもらう活
動を支援している。

トゥーレは、2011年と2012年にアフリ
カ人の年間最優秀サッカー選手に選ば
れ、マンチェスターでも、生まれ故郷のコー
トジボワールでも、人々に感動を与えてい
る。その彼が、急増する密猟に悩まされてい
るケニアのナイロビにあるUNEP本部を訪
れ、その任命を引き受けた。

「コートジボワールのナショナルチーム
は、力と優雅さにあふれる素晴らしい動物、
ゾウにちなんで“ザ・エレファンツ”と呼ばれる
のですが、私の母国だけを見ても、今ではわず
か800頭しか残っていない可能性がありま
す」とトゥーレは言う。「密猟はアフリカゾウ
の存在そのものを脅かしており、いま行動を
起こさなければ、将来的には私たちの象徴で
あるゾウが絶滅するかもしれないのです」。

さらにトゥーレは、「私がUNEP親善大
使になったのは、このような密猟や、野生動

物に対する他の犯罪が、絶滅危惧種を守る
という私たちの責任に対する裏切りである
だけでなく、多くの国々の安全保障や政治
の安定、経済、天然資源、文化遺産に対する
深刻な脅威でもあるというメッセージを広
めていくためです」と付け加えた。

3月にバンコクで開催された「絶滅のお
それのある野生動植物の種の国際取引に
関する条約（CITES＝ワシントン条約）」の
締約国会議において、『Elephants in the 
Dust - The African Elephant Crisis（＝死
にゆくゾウたち――アフリカゾウの危機）』
と題する報告書が発表された。これによる
と、密猟の増加と生息地の消失により、特
に中央アフリカ諸国でア
フリカゾウの数が大幅
に減少しているという。

国連の推定では、
2011年だけで17,000
頭以上のゾウが監視地域で違法に殺され
たと考えられている。全体の数字はこれより
はるかに大きいかもしれない。今では殺され
るゾウの数が自然の個体数の増加よりも
ずっと多く、とりわけ中央アフリカや西アフ
リカではゾウが絶滅の危機に瀕している。
しかも東アフリカのように、これまで個体
数が安定していた地域のゾウでさえ、現在
は脅威にさらされている。

「トゥーレ選手に親善大使を引き受けて
いただき、光栄に思っています」と、国連事
務次長でUNEP事務局長のアッヘム・シュ

昨年10月、世界的に有名なサッカー選手、ヤヤ・トゥーレ（Yaya Touré）が象牙密輸撲滅運
動に参加し、UNEPの活動は貴重な一発を決めた。

タイナーは語る。「トゥーレ選手はプライ
ベートでも環境的に持続可能なライフス
タイルに熱心に取り組み、国際的に有名な
スポーツマンという世界的地位にあります
から、アフリカの代弁者として特に力強い
発言力で、環境問題やその解決策につい
て語ったり、行動を呼びかけたりすること
ができるでしょう」。

報告書『死にゆくゾウたち』のダウンロー
ドは下記のリンクから。
http://www.grida.no/publications/rr/elephants/
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サラ・ターナーは、数々の賞に輝くエコアーティストで、使用済みのペッ
トボトルから美しい照明やアート作品を作り出している。

彼女は2008年にノッティンガ
ム・トレント大学で家具・製品
デザインの学位を取得し、自

分のデザイン事務所を立ち上げた。
いつも廃材から製品をデザイン・制
作することが大好きだったため、ほど
なく、使用済みのペットボトルを回収
して、それを創造的に再利用するこ
とに熱中するようになった。

ボトルはすべて地元のカフェや各
家庭から回収され、まったく新たな命
を吹き込まれる。回収したボトルは洗
浄してサンドブラスト加工を施され、
透明なプラスチックを不透明にする。

次に豪華で鮮やかな色に染め
る。それから少々複雑で高度な技術
を駆使して切り刻むと、ボトルはこの
ようなあっと驚く高級製品に完全に
生まれ変わり、元の姿はほとんどわか
らない。サラのデザインは、「原料は
ごみでも、その製品がごみのように
見えるとは限らない！」…ということ
を証明しているのだ。

Nova
“Nova”はサラの最新のデザイン

で、何百本もの使用済みペットボトル
を溶かして作ったものだ。ペットボト
ルはサンドブラスト加工で一部を不
透明にし、それを手作業で切って溶
かして、華やかな形に作り上げる。

サラは自ら開発した新しい溶解技
術に大満足で、次のように述べてい
る。

「製品の仕上がりはとても気に
入っています。たいていの人は、このラ
ンプがガラス製だと思っていて、近く
に寄ってよく見ない限り、ペットボト
ルだとわからないんですよ」。

Ella
“Ella”は、大きさの異なるさまざま

なペットボトルの底を集めて手作りし
た照明だ。このランプは、制作の過程
でumbrella（＝傘）に似ていたため、
最初は“Ella”というニックネームで
呼ばれていたのだが……それがその
まま製品名になってしまった！

ひとつひとつのペットボトルの底
を、ハサミでただ切り取る。残った部
分はすべてサラが作る別のデザイン
に使用するので、心配は無用だ。切り
取ったボトルの底をサンドブラスト加
工で白くして、巧みに手で貼り合わせ
ていくと、豪華な円形のランプができ
あがる。

サラのコメント：
「ペットボトルの底は素晴らしい形

で、じっくり見てもらえないのが残
念。Ellaは、不要なボトルのこの部
分がどんなに素敵に生まれ変わるか
をよく示した作品です」。

サラが最初に作ったEllaは、310
本ものペットボトルを使用した、直径
1メートル以上の巨大なものだった！
このElla第1号は、まずアールズ・コー
トで開催された「Ideal Home Show

（＝理想の家展示会）」で展示され
た。その後、デザイナーズ・ブロック、
テント・ロンドン、ノッティンガム・
キャッスルなど、多くのさまざまな展
示会に出品され、数々の賞に輝いて
いる。

コカ・コーラ・シャンデリア
コカ・コーラ社が最初にサラの作

品に目を留めたのは、オリンピック開
催の1年以上も前のことだった。同社
は、彼女こそ、2012年ロンドン五輪
のオリンピック公園にある、同社のホ
スピタリティセンターの照明と彫刻
を制作するのにうってつけの人物だ
と考えたのである。これらのシャンデ

リアは、それぞれコカ・コーラのペッ
トボトルを190本も使った幅2メー
トルのランプで、実に存在感があ
る。大きなシャンデリアは全部で5
つ、いずれも中心に大きな球体のラ
イトがあり、その周りをペットボトル
が何重にも取り囲んでいる。

サラはこのように話している。「こ
のシャンデリアはオリンピック仕様
にしたかったので、ペットボトルを輪
に並べて円板状にして、五輪を連想
させるようにしたんです。それに、昔
ながらの電球のように見えるところ
も気に入っていたの。あの悪名高い
コカ・コーラのクリスマストラックを
思い出してしまったわ」。

中心にある球体のライトは、サラ
の“コーラ30”というデザインで、言
うまでもなく、コカ・コーラのボトル
30本を手で切り刻み、装飾的な形
にしたものだ。このデザインこそ、コ
カ・コーラ社が最初に気づいて興味
を持ったものだった。何しろ、同社の
ボトルで作られていたし、同社にちな
んで命名されていたのだから！

サラは言う。「この“コーラ30”ラ
ンプをどうしても使いたかった。全て
がペットボトルで作られ、それが

“コーラ30”でどんなに変貌したか
という対比を見せることは、本当に
素晴らしいと思ったんです」。

「この“コーラ
30”ランプをど
うしても使いた
かった。全てが
ペットボトルで
作られ、それが
“コーラ30”で
どんなに変貌し
たかという対比
を見せること
は、本当に素晴
らしいと思った
んです」
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に向けた取り組みが行われており、
2050 年までに年間 60 億バレル
以上の石油を節約し、乗用車と軽
量自動車の二酸化炭素排出量の
半分近くを削減できるだけでな
く、国内の大気汚染を大幅に改善
することも可能だと私たちは考え
ています。これらはすべて、費用効
率の高い既存の技術を用いて実
現できるのです。

この証拠をもとに、GFEIは世
界中のパートナーと共に取り組む
世界目標を設定しました。私たち
は、世界の新車の燃料消費量を
2030 年 ま で に 2005 年 比 で
50％削減し、2050 年までに全
車両について燃料消費量を同じだ
け削 減したいと考えています。
2030年までに、新車の平均燃費
は100キロメートルあたり4リット
ル、すなわち1ガロンあたり60マ
イル近くまで向上し、1キロメート
ルあたりの二酸化炭素排出量を平
均186グラムから93グラムまで
削減できる可能性があります。そし
て、全車両についても2050 年ま
でに同様の改善を実現できるで
しょう。

メーカーは盛んに燃費重視を強
調し、今では多くの場合、車は燃費
に基づいて販売されています。しか
しデータを見ると、目標には達して
いないことがわかります。GFEIが
一昨年末に発表した分析による
と、現在、世界の軽量自動車の平
均燃費は100キロメートルあたり
7.2リットル（1ガロンあたり32マ
イル）です。つまり、平均燃費が
100キロメートルあたり8.0リット
ルだった 2005 年以降の年間の
燃費向上率は1.8％となります。こ
れでは、GFEI の 2030 年目標に
到達するには、とても間に合いま
せん。この目標の達成には、世

地球上の車の台数は2050
年までに 3 倍に増える見
込みですが、その圧倒的

大多数は非 OECD 諸国の人々が
買って乗ることになるでしょう。こ
れらの国の中にはすでに、個人の
移動手段としての車の増加がもた
らす影響に取り組み始めた国もあ
ります。それほど準備が整っていな
い他の国々は、国内の道路のス
ペースや燃料の需要増加に直面し
ています。そして彼らにとって、また
最終的には地球全体にとって、燃
料はまったく持続不可能となるで
しょう。ですから、私たちの共通の
課題は、移動手段およびそれに伴
う開発のメリットを持ちたいとい
う正当な願いと、世界中の車が使
う燃料と排出する二酸化炭素の
意欲的な削減との調整方法を見
つけることなのです。

「グローバル燃費イニシアティブ
（GFEI）」は、英国のFIA（国際自
動車連盟）基金に事務局を置き、
軽量自動車の燃費に関する世界
的な討論や協議を進めています。
国際エネルギー機関（IEA）、国際
交通フォーラム（ITF）、国連環境
計画（UNEP）といった国際機関
から、国際クリーン交通委員会

（ICCT）、カリフォルニア大学デー
ビス校運輸研究所などの技術専
門機関まで、さまざまなパートナー
と協力し、この問題に関する豊富
な経験と見解を提供しています。

GFEIは、燃料の節約は大きな
恩恵を生み出すことができると考
えており、その恩恵はすべての
国々、特に途上国が、気候変動や
エネルギー安定供給、持続可能な
移動手段などの緊急問題に取り組
むうえで役立ちます。実のところ、
世界では、すでに技術的に実現可
能な規模で、さらなる燃費の向上
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シェイラ・ワトソン
（SHEILA WATSON）
グローバル燃費イニシアティブ
事務局長 Driving 

change
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用車による移動の増加を抑えるな
ど、他の交通政策と組み合わせれ
ば、節約分はさらに大きくなるで
しょう。節約できた資源により、運
転者個人にも、マクロ経済のレベ
ルでも恩恵がもたらされ、気候や
健 康にメリットがあるだけでな
く、経済成長や雇用、エネルギー
安定供給も促進することができま
す。

GFEIは今後も、各国政府と協
力して国内で製造または販売され
た車の燃費向上策を策定したり、
消費者や意思決定者にインフォー
ムドチョイスに必要な情報を提供
する地域の啓発計画を支援したり
するなど、実質的な変化を生み出
すことに重点を置いた活動を続け
ていくつもりです。

たとえば昨年、チリ政府はGFEI
の支援を受け、ラテンアメリカでは
初の燃費ラベル制度を導入しまし
た。車のディーラーは今後、販売す
る車に燃費基準を説明するラベル
をつけ、消費者が購入しようとして
いる車の詳細をわかりやすく示さ

界の平均燃費を年間 3％ずつ向上
させなければなりません。このレベ
ルに到達するというのは大胆な目
標ですが、実現は可能です。すでに
世界中で定められている燃費基準
に合わせようとすると、年間4.7％
もの燃費向上が必要だからです。

このようなデータが出るのは、
非 OECD 諸国の燃費向上率が低
いためです。しかも、これらの国々
の市場は現在、OECD 諸国の市
場よりもはるかに急速に成長しつ
つあります。ですから、非OECD諸
国がより厳しい燃費政策を策定・
実施できるように支援することを
優先しなければなりません。

ケニアを例にとってみましょう。
ケニアの燃料費は2030 年までに
750 億ドルに達し、国内経済に破
壊的な影響を及ぼす可能性があり
ます。GFEIの支援により、ケニア
は2030年までに燃料費の増加を
4分の1以上削減し、2050 年ま
でに半減する道を模索し始めまし
た。車を新しい燃料に切り替える
とか、賢明な交通政策によって乗

なければなりません。私たちの活
動はエチオピア、ケニア、グルジ
ア、インドネシアでも実施されてお
り、今年はさらに20カ国で活動を
開始する予定です。

GFEIは、国連事務総長と世界
銀行総裁が共同で主導する「すべ
ての人に持続可能なエネルギー
を 」イ ニ シ ア テ ィ ブ の“High 
Impact Opportunity（＝大きな影
響を与える機会）”のひとつでもあ
ります。気候変動に関する政府間
パネル（IPCC）やIEAなどが発表
したいくつかの重要な報告書によ
ると、輸送部門は効率向上に大き
な可能性を秘めていることがわか
りました。この可能性は、2015 年
以降の持続可能な開発枠組みに
おける新しい持続可能な開発目標

（SDGs）に、具体的な提言として
反映されています。たとえば、有識
者ハイレベルパネルは「建物、工
業、農業、輸送における世界のエネ
ルギー効率の改善率を2 倍にす
る」ことを目指すSDGsを提言して
います。“持続可能な都市定住”に
関する国連人間居住計画の最新
報告書も同じ結論を下しており、

「車の効率向上を促す政策介入が
必要である」と述べています。

持続可能な開発と気候変動に
関する世界的な政策に、持続可能
な輸送全般、もっと具体的に言え
ば燃費を、十分に盛り込むことが
極めて重要です。そうすれば、
GFEIがすでに支援している国や
地方自治体の政府、企業、市民団
体が、効果的な行動を起こすこと
ができるようになります。さらに、

「 国 としての 適 切 な 緩 和 行 動
（NAMA）」に、行動の必要な分野
を正しく反映させることもできるよ
うになります。それは、私たちが掲
げる2050 年目標に向けて大きな
一歩を踏み出す推進力になるで
しょう。ただし、そのためには、あら
ゆるレベルにおいて行動を起こす
ことを約束しなければなりません。
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世界の新車の
燃料消費量を
2030年までに
2005年比で

削減し、2050
年までに全車両
について燃料消
費量を同じだけ
削減したいと考
えています。

50% 
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ガーナでは、一見些細と思われる政策介入が、
国を苦しめる3つの問題に対処しています。
冷蔵庫、冷凍庫、照明器具、その他の家電製

品といった大型家電製品に関して最近導入された、エ
ネルギー効率基準・ラベル制度が成果を収めつつあ
るのです。この制度のおかげで、ヨーロッパの廃棄物
なのに新品と同価格で販売されることの多い、年数を
経た中古品や再中古品の投棄が減っただけでなく、
全体のエネルギー効率の向上が促進され、電力供給
網にかかる圧力が軽減されました。また、二酸化炭素
排出量が減少し、消費者にかかる電気料金も下がって
います。したがって、この制度は今後数十年間にわた
り、各国が低炭素開発の問題にどう取り組むべきかを
示す見本となるでしょう。

ガーナの意思決定者は、気候変動がもたらす危険
性をよく承知していますが、同時に、経済と社会の開
発を通じて人々の安寧を改善することを、国民に対す
る第一の責務と理解しています。安定した食糧供給、
基本的な医療と教育、経済機会の創出は、今なお最
優先事項です。先進国の政策協議では気候変動の脅
威がほとんど取り上げられませんが、途上国ではそれ
以上です。

それでは、開発と二酸化炭素排出削減の取り組み
を同時に行うには、どうすればいいのでしょうか？　
これまでは、地球環境にかかる温室効果ガス排出の
コストを自分たちで負担する最大の取り組みの成果
が京都議定書でした。その効果が（まだ）出ていない
からといって、落胆する必要はありません。それより
も、私たちのアプローチを調整する取り組みを活発化
すべきです。これは実用的で実際に効果がなければな
りませんが、また同時に、歴史を忘れないようにしなけ
ればなりません。先進国は、発達の過程で環境や気候
変動にほとんど注意を払ってきませんでした。です
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アルフレッド・オフォス・アヘンコラー
（ALFRED OFOSU AHENKORAH）
ガーナエネルギー委員会事務局長、
再生可能エネルギー・エネルギー効率
パートナーシップ（REEEP）副会長
マーティン・ヒラー

（MARTIN HILLER）
REEEP事務局長

解決策を見つける
Developing Solutions
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から、最も恩恵を受け、現在、大気
中に温室効果ガスが蓄積する最
大の原因となったこれらの国々
が、その取り組みにおいて、より大
きな役割を果たすのは当然です。

とりわけヨーロッパの人々は、第
二次世界大戦による廃墟と、その
後の再建の努力と緊急性を思い起
こせば、開発の必要性を理解でき
るかもしれません。途上国の人々の
安寧のために迅速な改善の必要
があると認めることは、世界の公
平な炭素レジームを成功させる重
要な一歩になります。

国連の主要なイニシアティブの
中 で も、 ミレニ アム 開 発 目 標

（MDGs）は特に重要です。それ
は、すべての目標が達 成された
り、目的が果たされたりする見込み
があるからではなく、MDGsによっ
て、世界の人口の半数を占める貧
しい人々のニーズという世界的な
課題の、少なくとも一部に重点的
に取り組むことができるからで
す。現在、国連は次の15 年間の目
標、すなわち「持続可能な開発目標

（SDGs）」の構想を進めているとこ
ろです。その交渉にあたる人々が、
経済や社会の迅速な開発の必要
性を認識し、その策定にあたって
は、国連が自ら主導する「すべての
人に持続可能なエネルギーを」イ
ニシアティブを指針として用いて、
持続可能なエネルギーへのアクセ
スを重要な柱として盛り込んでく
れるよう、私たちは願っています。
それは、既存の支援プログラムをさ
らに持続可能なものにするうえで
役立つばかりでなく、国連の気候
交渉にもメリットをもたらすからで
す。

SDGsは、エネルギー・アクセス
の問題を違った角度から見る機会
を与えてくれます。すなわち、エネル
ギーおよびクリーンな再生可能エ
ネルギーを、それ自体を目標として
見るのではなく、開発を遂げた公正
な社会に必要なほぼすべてのサー
ビスを可能にするカギとして見ると
いうことです。私たちは、最新のエ
ネルギーサービスに注目しなけれ
ばなりません。

エネルギーは、公衆衛生や医療
から教育まで、あるいは女性の権
利から食糧の確保まで、ほとんどす

べての開発目標を支える重要な役
割を果たしています。

最後に挙げた食糧確保の問題
については、ガーナエネルギー委
員会と「再生可能エネルギー・エネ
ル ギ ー 効 率 パ ートナ ーシップ

（REEEP）」が現在、“食糧・エネ
ルギーのネクサス”と呼ばれる部
分で、新たなアプローチを開発中
です。私たちは、ココアやコーヒー
の生産といった農業や農場経営
のバリューチェーンを重視し、この
チェーンの個々のステップに具体
的なエネルギーの解決策を提供で
きるクリーンエネルギー企業と協
力していくつもりです。たとえば、
太陽光送水ポンプ、太陽光冷却貯
蔵庫、プロセス用加熱器、バイオ
マス加熱器やバイオマス発電機、
その他さまざまな技術があるで
しょう。しかし、解決策は常に、
人々のニーズと利用可能な資源に
合った固有のものになります。その
ニーズによって、エネルギー生産
の役割と方法を決めなければなり
ません。

私たちの目標はクリーンエネル
ギーを促 進することだけではな
く、固有の問題を解決し、民間投
資を誘致して起業家の開発を支援
し、実際の教訓を政治や規制の調
整に活かす新しいビジネスモデル
を見出して、さらに開発を促進す
ることです。ガーナエネルギー委員
会は、エネルギー政策顧問とし
て、また規制担当者として、この仕
事をする最適な立場にあります。
市場で実際の事業を監視・評価す
ることによって、特定のエネルギー

源についての規制や税制上の優
遇措置、参入障壁の管理、大規模
な公共政策の仕組み、既存のプロ
ジェクトやイニシアティブを拡大す
るための資金援助など、政策策定
に関する具体的な情報を提供する
ことができるでしょう。

国連気候変動枠組条約も、低
炭素開発を議題の中心に据えるこ
とで、同じような計画を支援するこ
とができます。「国としての適切な
緩和行動（NAMA）」は、その正し
い方向に向けた重要な一歩です。
激しい議論の交わされた測定・報
告・検証（MRV）の分野も、国家間
の制御装置ではなく、自分の国と
経済の重要なデータ送達の仕組
みというように、もっと建設的なイ
メージを持てるようになるかもしれ
ません。グリーン気候基金も、
SDGsに関連したエネルギー問題
の解決に重点を置くことができま
す。「気候技術センター・ネットワー
ク（CTCN）」などの有望な技術イ
ニシアティブは、すでにこのような
プロセスを支援するための準備を
整えています。

クリーンで環境にやさしい低炭
素開発が根を下ろせば、自ら成長
し始めるようになり、途上国の工
業化を助け、データや技術革新を
先進国へフィードバックして、新し
くすぐれた製品やサービスのアイ
デアを促進するようになります。そ
してガーナは西アフリカで、エネル
ギー効率の高い大型家電製品の
生産国として、トップの座を占める
ようになるかもしれません。

クリーンで環
境にやさしい
低炭素開発が
根を下ろせ
ば、自ら成長し
始めるように
なり、途上国の
工業化を助
け、データや技
術革新を先進
国へフィード
バックして、新
しくすぐれた
製品やサービ
スのアイデア
を促進するよ
うになります。

©
:S

H
U

TT
ER

ST
O

CK

 OUR PLANET  未来はプライスレス 35



す。そのためには、単に木を植えれ
ばいいというものではありません。
人々や地域社会が土地回復の取り
組みの中心となり、不毛の土地や劣
化した土地を健康で肥沃な生きた
景観に変えるのです。回復された土
地は、農業、野生動物保護区、生態
系回廊、再生林、管理された農園、ア
グロフォレストリー制度、水路を保
護する河岸や湖岸の植林など、さま
ざまな用途に用いることができます。

土地を回復させることで、何百万
人もの人 を々貧困から救い出し、国
内外の経済に年間800億ドル以上
を注入することができます。また、政
府が約束した二酸化炭素排出削減
と、危険な気候変動を回避するため
に必要な削減量との“ギャップ”を
11～ 17％縮めることができます。
そのメリットは、私たちが生きている
間だけでなく、その後何年間も続く
でしょう。

しかし、森林や生態系にダメージ
を与えれば、2050年までに世界全
体のGDPは約7％減少し、最貧困
地域の生活水準は半分以下に低下
してしまうおそれがあります。結局の
ところ、森林が私たち人間の最も基
本的なニーズを支えてくれている

気候変動の経済学に関する
『スターン報告書』は、「森
林減少を食い止めること

が、温室効果ガス排出削減の非常
に費用効果の高い方法である」こと
を認めています。森林減少は排出量
全体の20％近くを占め、気候変動
に拍車をかけています。世界中の森
林には、バイオマスの中だけでも
289ギガトンの炭素が貯留されてお
り、気候変動緩和策のツールとして
利用することができます。

さらに、耕作可能地も少なくなっ
ています。気候変動のペースが加速
すれば、今後数年間でますます減少
するでしょう。気温の上昇ととも
に、耕作可能地は石油と同じように
乏しく、貴重なものになるかもしれま
せん。私たちは今ある土地を大切に
管理し、森林の減少・劣化が起こっ
た土地を適切に回復させなければ
なりません。

「森林景観回復に関するグローバ
ルパートナーシップ」が作成した地
図によると、世界中には南アフリカ
の面積と同じくらいの、20 億ヘク
タールもの森林減少・劣化が起きた
土地がありますが、これらには回復
の可能性があることが示されていま

Gaining ground
土地の回復は気候変動問題の解決策の中核部分であ
り、気候変動の緩和と適応の両方において重要な役割を果
たすものです。
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ビアンカ・ジャガー
（BIANCA JAGGER）
ビアンカ・ジャガー人権財団会長

地盤を築く
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のです。森林は、きれいな空気、食
物、世界の新鮮な水の4分の3、住
居、健康、そして経済開発にとって、
欠かすことのできないものです。世
界の人口のおよそ4分の1にあたる
16億人もの人々が、森林に頼って生
計を立てています。

世界の紛争の75％以上が、世界
の人口の約35％しか住んでいない
乾燥地域で起きているのは、偶然で
はありません。気候変動は、水やエ
ネルギー、土地などのすでに手薄に
なっている資源を限界まで減らしつ
つあります。

2012年5月、私は国際自然保護
連合（IUCN）の「Plant a Pledge（＝
誓約を植える）」キャンペーンの大使
に就任し、2020年までに森林劣化・
減少が起きた土地1億5,000万ヘ
クタールを回復するという「ボン・
チャレンジ」の目標を支援すること
になりました。これは、世界でかつて
例を見ない大規模な回復イニシア
ティブで、年間約1ギガトンの二酸
化炭素を隔離できる可能性があり
ます。

私たちは2012年 6月のリオ＋
20会議で、「Plant a Pledge」キャ
ンペーンを開始し、合計1,800万ヘ
クタールの土地を回復させるという
画期的な公約を発表しました。米国
農務省森林局は1,500万ヘクター
ル、ルワンダ政府は200万ヘクター
ル、そして政府機関とNGOと民間
部門のパートナーの連合であるブラ
ジルの「マタ・アトランティカ森林回
復協定」が100万ヘクタールを、そ
れぞれ約束しています。

その後、エルサルバドルとコスタ
リカがそれぞれ100万ヘクタールの
回復を約束し、合計で2,000万ヘク
タールになりました。インド環境森
林省のBMSラトレ次官補は、同国
がボン・チャレンジの事前誓約で
1,000万ヘクタールの回復を約束す
ることを表明しました。また、「人々
と森林のメソ・アメリカ同盟」は
2,000万ヘクタールを約束したいと
述べています。これらの機関がその
約束を正式なものにしてくれること
を、私たちは心待ちにしています。

土地回復の公約件数は、あらゆ

る予想を上回るものでした。しかし、
2020年までにボン・チャレンジの目
標を達成するためには、世界中で土
地を所有・管理している政府やその
他の機関をさらに説得する必要があ
ります。

ルワンダ政府は、2035年まで
に国内のすべての森林を回復させる
という歴史的な決断を下しました。
まず取りかかるのはギシュワティ
で、ここの森林は内戦前からひどく
劣化していたのですが、内戦でます
ますダメージが深刻になりました。
1970年代から1994年までの間に、
21,000ヘクタール余りだった森林
が 700ヘクタールまで減少してし
まったのです。大量の土壌が河川に
流れ込んだため、近くのカラゴ湖は
堆積物でいっぱいになり、湖の大き
さは半分になってしまいました。

この取り組みは長く、困難なもの
でしょう。しかし、回復の最初の芽は
すでに現れています。ここで重視さ
れるのは、地元の人々にとって、木材
や家畜用飼料として価値のある種
を用いたアグロフォレストリー、すな
わち畑への植樹です。土壌の流出を
防ぐために、段々畑が作られていま
す。女性たちのグループは、土壌を支
えるのに有効で、燃料にもなり、臨

時所得をもたらす家具も作れる、竹
を栽培しています。NGOと地元コ
ミュニティとルワンダ政府が今後
も協力を続け、あきらめなければ、
ギシュワティは回復することができ
るでしょう。

ブラジルでは、過去6年間にわた
り、「Instituto Terra de Preservacio 
Ambiental」がリオ郊外の19万ヘク
タール余りの土地を回復し、森林を
再生させています。ここのアトラン
ティックフォレストは、何世紀にもわ
たる開発と森林減少によって壊滅
的状態になっていたのです。彼らは
ここに生物多様性回廊を作り、それ
によってリオデジャネイロ市の水資
源の質と量を守り、微気候のバラン
スを取り、生物多様性を助け、土壌
の浸食を阻止しています。

土地の回復・保全は、単なる社会
経済的な問題や環境問題にとどま
りません。私たちの生存にとって不
可欠なものです。生存権や、食糧確
保の権利、健康に対する権利、水
に対する権利といった最も基本的
な人権は、土地と直接つながってい
るのです。

私たちが未来の世代のために
地球上の生命を守るつもりなら、
今すぐ行動を起こさなければなり
ません。世界のリーダーたちが行動

Gaining ground

「人々と森林の
メソ・アメリカ同
盟」は

2,000万
ヘクタールを約
束したいと述べ
ています。これ
らの機関がその
約束を正式なも
のにしてくれる
ことを、私たち
は心待ちにして
います。

するのをのんびり待っていることは
できないのです。森林減少・劣化が
起きた土地の回復は大変な取り組
みで、何年もかかる可能性があり、政
府やNGO、土地所有者、個人の間の
協力が必要です。しかしそれこそ
が、近づきつつある土地の欠乏や、
気候、水、エネルギーの危機に対す
る解決策なのです。

私たちの運命、そして未来の世代
の運命は、まさにそれにかかってい
るのです。
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Marcus 
Brigstocke

ユーモアを使って人々に気候変動の現実を悟らせたという点
で、おそらく彼の右に出る者はいないだろう。しかし、英国のコメ
ディアン、マーカス・ブリッグストックは、そもそもこんなテーマに関
心を持たなければよかったと言う。本誌のインタビューに彼は、気
候変動について学んだために、「憂鬱のどん底に落ち込んでしまっ
て」、「悩みと苦しみしか感じられないんですよ」と語った。

マーカス・
ブリッグストック
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Marcus 
Brigstocke

英国のラジオやテレビでお馴染み
の、そしてヒット映画『ラブ・アクチュア
リー』にゲスト出演もしているお笑い芸
人、ブリッグストックは、国民や政治家
に地球温暖化についてもっと考えさせ
ようとする画期的な活動のおかげで、

“気候コメディアン”と呼ばれるように
なった。しかし、彼がそこに頭を突っ込
んだのは「ちょっとした手違い」だった
という。彼は「いくらか本を読み、ニュー
スも見ていた」が、たまたま、今では信憑
性に疑問符がついている、初期の科学
を否定したドキュメンタリーを見る機
会があった。「何人かの科学者に尋ね
たり、自分でも少し調査したりして、気
候学者や政府や環境保護活動家の多
くは嘘つきで共謀しているのだと主張
する声がますます大きくなっているのは
なぜだろうと思い始めたんです。そうす
ると、気候変動や環境保護は社会主義
者の秘密計画だとか、何かのエコ・ファ
シストによる乗っ取りだとか、途上国へ
の猛攻撃、あるいは新エネルギーの生
産者やロフト断熱材を扱う会社のため
の極悪非道な資金集めだとか、そう
いったものに名を借りた大ペテンだと
いう考えが、まったく怪しげなナンセン
スに思えてきたんですよ。今もそれは変
わりません」。

彼は調査のため北極を2 度訪れ、気
候 科 学 者 や 海 洋 学 者と共に活 動し
た。最初の調査旅行は「ぞっとする」も
のだった。恐るべき状況であることがわ
かり、集めた情報はさらに彼を身震い
させたからだ。「こんなことを知る心の
準備ができていませんでした」とブリッ
グストックは言う。「1年かけて納得し
たのは、世界が 変わっていないのな
ら、自分が変わらなければ、ということ
でした。それまで、十分に大きな声で発
言していませんでしたから」。

「1年後に再びグリーンランドの西海
岸を訪れましたが、その時までに少しは
勉強していたので、調査旅行は楽しい
ものでした。特にイヌイットの人々との
話は楽しかったですね。彼らの世界の
出来事は、私たちがどっぷりつかってい
る政治や見せかけの態度とはほとんど
無関係なんですよ」。

大学在学中からお笑い芸人としての
仕事を始め、たちまち1996 年にBBC

の新人コメディアン賞を受賞したブリッ
グストックは、次のように述べている。

「一番調子がいい時には、気候変動のこ
とをおもしろおかしく話し、人々にこの
問題や解決策についていくらか思い出
してもらうようにできました。調子が最
低の時には、おそらくわめきちらして、あ
まり役に立たないと思います。これは明
らかに、自分自身の偽善的なライフスタ
イルに対する罪の意識と関係している
んですよ。私のセラピストに聞いてみて
ください（そんなのはいないけど）。この
テーマについて、どんな証拠があっても
自分の考えはびくともしない人たちと話
をするのに、時間を使いすぎました。大
変なエネルギーの無駄でしたね」。

彼も生活を変えなかったわけではな
い。「できる限り、地元産の季節の食材
を食べています。太陽光発電も取り付け
ました。車もハイブリッドカーです。飛行
機の利用によるカーボンフットプリント
は他で相殺しています。休日はよく、太
陽光発電のモーターホームで過ごして
います。収入の大部分を使って、自宅の
断熱や新しい窓の取り付けを行いまし
た。コンポストもリサイクルもしていま
す。食品の廃棄はできる限りしません（こ
れは簡単…食いしん坊だから）。使って
いない照明や電化製品は消すようにし
ています。物を買う時にはエネルギーの
使用を考え、使用量が少ない物を選ぶ
ようにしています」。

「でも――本当のことを言えば、そん
なのはほとんどが、何の苦もなくできる
ことばかりなんです。今でも飛行機を使
うし、たくさん買い物をします。それに、
たくさん食べるし…という調子ですよ。

私を批判する人はそういう話が大好きな
ので、ネットを徹底的に探して、私が偽
善者だという証拠を見つけようとするん
です。彼らは間違っていません。私は、今
の私にできると思うことをしています
が、政府や企業にはもっと多くを期待し
ています」。

彼は、現在行われている新しい気候
協定をめぐる交渉には、たいして希望を
持っていないと言う（「意志が感じられ
ないから」だそうだ）が、次のようにも述
べている。「長期的には、変化や緩和や
適応が生じてくると、少し楽観的に見て
います」。

問題のひとつは、私たちが使うものに
対する姿勢が「驚くほど近視眼的」であ
ることだ。「自分の出したごみが見えた
ら、それを処理するでしょう。でも、それ
が見えなくなれば、もう自分の知ったこ
とじゃないと考える人がほとんどです。
温室効果ガスは目に見えないので、ほと
んどの人にとっては存在していないも同
然なんです。二酸化炭素が鮮やかな黄
色やストライプ模様だったら、この世界
はまったく違った場所になっていたで
しょうね」。

「できる限り、地元産の季節の食材を食べてい
ます。太陽光発電も取り付けました。車もハ
イブリッドカーです。飛行機の利用による

カーボンフットプリントは他で相殺しています。休日はよ
く、太陽光発電のモーターホームで過ごしています。収入の
大部分を使って、自宅の断熱や新しい窓の取り付けを行い
ました。コンポストもリサイクルもしています。食品の廃棄
はできる限りしません」
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知って

減らして

CO2排出量を算定する

CO2の削減努力を行う

オフセット
削減しきれないCO2を
温室効果ガス削減・吸収の取組に資金を
提供（クレジットを購入）することで、
オフセット（埋め合わせ）します。

1

2

3CO2

CO2

CO2

カーボン・オフセットの3ステップ

認証ラベル

カーボン・オフセットフォーラム（J-COF）
URL:http://www.j-cof.go.jp/　Mail:info@j-cof.org　TEL:03-5776-0402

カーボン・オフセットに関する最新情報は・・・

環境省では、市場メカニズムを利用した地球温暖化対策として
「カーボン・オフセット」の取組促進及び普及啓発に積極的に取り組
んできました。 
「カーボン・オフセット」とは、企業の事業活動や日常生活などから
排出される温室効果ガス（二酸化炭素など）のうち、削減努力を
行った上で、どうしても削減できない排出量を、他の場所で行われた
削減・吸収活動に資金を提供（クレジットを購入）することによりオフ
セット（埋め合わせ）することです。企業や個人が自らの温室効果ガ
スの排出に責任を持ち、社会全体で温暖化対策を進めていこうと
する、CO2削減の一歩先を行く取組です。今回は、環境省のこれま
での取組とともに、国内での先進的な事例をご紹介します。 

 
「カーボン・オフセット」では、主に「クレジット」と呼ばれる温室効果ガスの削減・吸収量を購入することで、自らの排出し
ている温室効果ガスをオフセット（埋め合わせ）します。 
クレジットを創出するプロジェクトは、大きく2つに分類されます。1つは、再生可能エネルギーや高効率機器の導入などに

よる温室効果ガス削減プロジェクト。もう1つは、森林の間伐や植林などの適切な森林管理によりCO2吸収を増大させるプ
ロジェクトです。「カーボン・オフセット」を行う事業者のクレジット購入資金は、各プロジェクトに還元され、再生可能エネル
ギーの導入や森林管理の促進に役立てられています。その結果として、将来に向けたエネルギー関連の技術革新や、森
林が本来持つ公益的機能を高めることにつながり、社会経済活動と自然環境の調和を促進することを目指しています。 
一方で、カーボン・オフセットは、温室効果ガスの削減・吸収量を取引する、目に見えない取組であるという面もあります。

そこで重要となってくるのが信頼性です。環境省では、国内の削減・吸収量をクレジットとして認証する「オフセット・クレ
ジット（J-VER）制度」を構築して、2008年から運用。これまでに251件のプロジェクトから、
合計63万tあまりのクレジットを認証してきました。J-VER制度は2013年度に、経済産業省
が中心となり運営されていた国内クレジット制度と統合し、「J-クレジット」制度として一本化
されました。
また、環境省ではカーボン・オフセットの取組の信頼性確保のため「カーボン・オフセット
制度」を運用しています。これは、基準を満たしたカーボン・オフセットやカーボン・ニュート
ラルの取組を認証し、認証ラベルの使用を許可するもので、認証取得を目指す事業者の
支援も行っています。

環境省では、カーボン・オフセットの取組を国内各地で広く知っていただき、さらなる取組促進を目指して、カーボン・オフ
セット特定地域協議会を採択し、平成25年度は全国11地域においてクレジット創出事業者とカーボン・オフセットを行う事
業者のマッチングに力を入れています。さらに、毎年年度末には、東京国際フォーラムにおいて「カーボン・マーケット
EXPO」を開催。市場メカニズムを活用した地球温暖化対策の最新情報を提供するほか、日本全国からカーボン・オフ
セットに取り組んでいる自治体や企業が出展するなど、カーボン・マーケットに関する日本最大のマッチングイベントとなって
います。

カーボン・オフセットは、2007年より国内で1250件以上（報道発表ベース）取り組まれてきました。ここでは、多くの方を巻
き込み話題性の高い優良事例を2つご紹介します。

事例①    清水エスパルス 

静岡市をホームタウンとするプロサッカークラブ清水エスパルスでは、ファン・サポーターを巻き込
んだ環境活動「エスパルスエコチャレンジ」を継続的に展開しています。その一環で行われたのが
当時、プロスポーツクラブでは初の取組であるカーボン・オフセットでした。その功績が認められ第1
回カーボン・オフセット大賞環境大臣賞を受賞しました。清水エスパルスのホームゲーム年間20試
合のスタジアムにおける電力使用、廃棄物処理、シャトルバスの運行などから排出されるCO25年分
を、サッカー王国ブラジルの小水力発電による京都メカニズムクレジット（CER）を購入してカーボン・
オフセットしました。オフセットに使用されたCERの創出事業者であるブラジルの小水力発電事業者
が、エスパルスの活動に感銘を受け、エスパルスの
ジュニアユースチームをブラジルに招聘し、ブラジル
のクラブ・インテルナシオナルなどとの交流試合が実
現しました。清水エスパルスを皮切りに、国内のプロ
サッカークラブでのカーボン・オフセットの取組が広
がりを見せ、現在では全国の多くのクラブで取り組
まれています。

事例②　日本興亜損害保険株式会社 

日本国内でカーボン・オフセットの先進的な取組を行っている企業のひとつが、日本興亜損害保険株
式会社です。保険業界は気候変動によって極端な異常気象による災害が頻発すれば、保険会社の
支払う保険金が増加し、それにともない顧客の支払う保険料が上昇するという事態も起こりえます。
そこで同社では、保険を安定して提供するという責任を果たすため地球温暖化問題に積極的に
取り組んできました。2012年度以降の企業活動から排出される温室効果ガス排出量全量をオフセッ
トする「カーボン・ニュートラル宣言」を2008年7月に発表し、2013年8月には5万t-CO2分のクレジットを
調達して「カーボン・ニュートラル」を達成し、今後は環境省のカーボン・ニュートラル認証を取得する
予定です。
また同社では顧客を巻き込んだカーボン・オフセットも実施。車両修理時にリサイクルパーツを利用
されたり、保険約款をインターネットで閲覧するサービスを選ばれた場合、一定額をクレジット購入費
用などに充てるという取組で、2012年度からは東
日本大震災の被災地の早期復興と環境にやさし
い地域づくりを願って、被災地で創出された
J-VERを購入しオフセットしてきました。その量は
累計で1万t-CO2に達し、J-VER単独では国内最
大級のカーボン・オフセットの取組となっています。
この取組は、第3回カーボン・オフセット大賞環境
大臣賞を受賞しました。

カーボン・オフセットは地球温暖化対策という側面だけではなく、クレジット購入による資金還元の仕組みを利用して、森
林保全、地域振興、復興支援などの社会貢献につながるという側面も注目されています。環境省では、「人と人、人と地
域、地域と地域」をつなげるカーボン・オフセットの取組を支援し、地球温暖化問題の解決に向けて取り組んでいきます。

取組 、第 回 大賞環境境
大臣賞を受賞しました。

カーボン・オフセットは地球温暖化対策という側面だけではなく、クレ
林保全、地域振興、復興支援などの社会貢献につながるという側面

カーボン・オフセットから始める社会貢献

カーボン・オフセットは、2007年より国内で1250件以上（報道発
き込み話題性の高い優良事例を2つご紹介します。

国内のカーボン・オフセット取組事例

での取組とともに、国内での先進的な事例をご紹介します。

「カーボン・オフセット」では、主に「クレジット」と呼ばれる温室効果
ている温室効果ガスをオフセット（埋め合わせ）します。 

「カーボン・オフセット」の信頼性の確保

支援も行っています。

環境省では、カーボン・オフセットの取組を国内各地で広く知
セット特定地域協議会を採択し、平成25年度は全国11地域にお

カーボン・マーケットの拡大に向けて 

環境省の取り組み

一歩進んだ地球温暖化対策「カーボン・オフセット」
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オフセット
削減しきれないCO2を
温室効果ガス削減・吸収の取組に資金を
提供（クレジットを購入）することで、
オフセット（埋め合わせ）します。
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カーボン・オフセットの3ステップ

認証ラベル

カーボン・オフセットフォーラム（J-COF）
URL:http://www.j-cof.go.jp/　Mail:info@j-cof.org　TEL:03-5776-0402

カーボン・オフセットに関する最新情報は・・・

環境省では、市場メカニズムを利用した地球温暖化対策として
「カーボン・オフセット」の取組促進及び普及啓発に積極的に取り組
んできました。 
「カーボン・オフセット」とは、企業の事業活動や日常生活などから
排出される温室効果ガス（二酸化炭素など）のうち、削減努力を
行った上で、どうしても削減できない排出量を、他の場所で行われた
削減・吸収活動に資金を提供（クレジットを購入）することによりオフ
セット（埋め合わせ）することです。企業や個人が自らの温室効果ガ
スの排出に責任を持ち、社会全体で温暖化対策を進めていこうと
する、CO2削減の一歩先を行く取組です。今回は、環境省のこれま
での取組とともに、国内での先進的な事例をご紹介します。 

 
「カーボン・オフセット」では、主に「クレジット」と呼ばれる温室効果ガスの削減・吸収量を購入することで、自らの排出し
ている温室効果ガスをオフセット（埋め合わせ）します。 
クレジットを創出するプロジェクトは、大きく2つに分類されます。1つは、再生可能エネルギーや高効率機器の導入などに

よる温室効果ガス削減プロジェクト。もう1つは、森林の間伐や植林などの適切な森林管理によりCO2吸収を増大させるプ
ロジェクトです。「カーボン・オフセット」を行う事業者のクレジット購入資金は、各プロジェクトに還元され、再生可能エネル
ギーの導入や森林管理の促進に役立てられています。その結果として、将来に向けたエネルギー関連の技術革新や、森
林が本来持つ公益的機能を高めることにつながり、社会経済活動と自然環境の調和を促進することを目指しています。 
一方で、カーボン・オフセットは、温室効果ガスの削減・吸収量を取引する、目に見えない取組であるという面もあります。

そこで重要となってくるのが信頼性です。環境省では、国内の削減・吸収量をクレジットとして認証する「オフセット・クレ
ジット（J-VER）制度」を構築して、2008年から運用。これまでに251件のプロジェクトから、
合計63万tあまりのクレジットを認証してきました。J-VER制度は2013年度に、経済産業省
が中心となり運営されていた国内クレジット制度と統合し、「J-クレジット」制度として一本化
されました。
また、環境省ではカーボン・オフセットの取組の信頼性確保のため「カーボン・オフセット
制度」を運用しています。これは、基準を満たしたカーボン・オフセットやカーボン・ニュート
ラルの取組を認証し、認証ラベルの使用を許可するもので、認証取得を目指す事業者の
支援も行っています。

環境省では、カーボン・オフセットの取組を国内各地で広く知っていただき、さらなる取組促進を目指して、カーボン・オフ
セット特定地域協議会を採択し、平成25年度は全国11地域においてクレジット創出事業者とカーボン・オフセットを行う事
業者のマッチングに力を入れています。さらに、毎年年度末には、東京国際フォーラムにおいて「カーボン・マーケット
EXPO」を開催。市場メカニズムを活用した地球温暖化対策の最新情報を提供するほか、日本全国からカーボン・オフ
セットに取り組んでいる自治体や企業が出展するなど、カーボン・マーケットに関する日本最大のマッチングイベントとなって
います。

カーボン・オフセットは、2007年より国内で1250件以上（報道発表ベース）取り組まれてきました。ここでは、多くの方を巻
き込み話題性の高い優良事例を2つご紹介します。

事例①    清水エスパルス 

静岡市をホームタウンとするプロサッカークラブ清水エスパルスでは、ファン・サポーターを巻き込
んだ環境活動「エスパルスエコチャレンジ」を継続的に展開しています。その一環で行われたのが
当時、プロスポーツクラブでは初の取組であるカーボン・オフセットでした。その功績が認められ第1
回カーボン・オフセット大賞環境大臣賞を受賞しました。清水エスパルスのホームゲーム年間20試
合のスタジアムにおける電力使用、廃棄物処理、シャトルバスの運行などから排出されるCO25年分
を、サッカー王国ブラジルの小水力発電による京都メカニズムクレジット（CER）を購入してカーボン・
オフセットしました。オフセットに使用されたCERの創出事業者であるブラジルの小水力発電事業者
が、エスパルスの活動に感銘を受け、エスパルスの
ジュニアユースチームをブラジルに招聘し、ブラジル
のクラブ・インテルナシオナルなどとの交流試合が実
現しました。清水エスパルスを皮切りに、国内のプロ
サッカークラブでのカーボン・オフセットの取組が広
がりを見せ、現在では全国の多くのクラブで取り組
まれています。

事例②　日本興亜損害保険株式会社 

日本国内でカーボン・オフセットの先進的な取組を行っている企業のひとつが、日本興亜損害保険株
式会社です。保険業界は気候変動によって極端な異常気象による災害が頻発すれば、保険会社の
支払う保険金が増加し、それにともない顧客の支払う保険料が上昇するという事態も起こりえます。
そこで同社では、保険を安定して提供するという責任を果たすため地球温暖化問題に積極的に
取り組んできました。2012年度以降の企業活動から排出される温室効果ガス排出量全量をオフセッ
トする「カーボン・ニュートラル宣言」を2008年7月に発表し、2013年8月には5万t-CO2分のクレジットを
調達して「カーボン・ニュートラル」を達成し、今後は環境省のカーボン・ニュートラル認証を取得する
予定です。
また同社では顧客を巻き込んだカーボン・オフセットも実施。車両修理時にリサイクルパーツを利用
されたり、保険約款をインターネットで閲覧するサービスを選ばれた場合、一定額をクレジット購入費
用などに充てるという取組で、2012年度からは東
日本大震災の被災地の早期復興と環境にやさし
い地域づくりを願って、被災地で創出された
J-VERを購入しオフセットしてきました。その量は
累計で1万t-CO2に達し、J-VER単独では国内最
大級のカーボン・オフセットの取組となっています。
この取組は、第3回カーボン・オフセット大賞環境
大臣賞を受賞しました。

カーボン・オフセットは地球温暖化対策という側面だけではなく、クレジット購入による資金還元の仕組みを利用して、森
林保全、地域振興、復興支援などの社会貢献につながるという側面も注目されています。環境省では、「人と人、人と地
域、地域と地域」をつなげるカーボン・オフセットの取組を支援し、地球温暖化問題の解決に向けて取り組んでいきます。

取組 、第 回 大賞環境境
大臣賞を受賞しました。

カーボン・オフセットは地球温暖化対策という側面だけではなく、クレ
林保全、地域振興、復興支援などの社会貢献につながるという側面

カーボン・オフセットから始める社会貢献

カーボン・オフセットは、2007年より国内で1250件以上（報道発
き込み話題性の高い優良事例を2つご紹介します。

国内のカーボン・オフセット取組事例

での取組とともに、国内での先進的な事例をご紹介します。

「カーボン・オフセット」では、主に「クレジット」と呼ばれる温室効果
ている温室効果ガスをオフセット（埋め合わせ）します。 

「カーボン・オフセット」の信頼性の確保

支援も行っています。

環境省では、カーボン・オフセットの取組を国内各地で広く知
セット特定地域協議会を採択し、平成25年度は全国11地域にお

カーボン・マーケットの拡大に向けて 

環境省の取り組み

一歩進んだ地球温暖化対策「カーボン・オフセット」
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キャンペーンサイト

UNertiaのフェイスブック

http://joinunertia.org/

https://www.facebook.com/UNertia

UNEPアジア太平洋地域事務所（バンコク）とUNESCOバンコクの主催でUNertiaキャンペーンが展開されています
（2013年10月24日～2014年6月末まで）。

環境を保全しながら現状の社会活動を維持、継続していけることにつながる私たちの行動（＝サスティナブルアクション）
とは何かを考えてもらい、具体的な行動を促す環境教育キャンペーンです。
UNertiaとは「inertia：慣性、惰性」の反対の意味の造語で、「気づいて行動していこう（A tendency to act upon 

existing awareness）」という意味が込められています。

参加するには、各テーマに沿った「サスティナブルアクション」のキャンペーンサイトへ活動を投稿します。
個人の部、学校・団体の部に分かれており、個人の部ではサイト訪問者が投票し得票数の多いものへ賞品が贈られ、学

校・団体の部は審査を経て活動への資金援助がおこなわれる予定です。
日本からは株式会社ニコンが協賛し、個人の部賞品のデジタルカメラを提供しています。

あなたの活動を、このキャンペーンを通してシェアしてみませんか？

▲マレーシアでの活動の様子
http://joinunertia.org/view-profile/?id=423より http://joinunertia.org/view-profile/?id=704より

▲フィリピンでの活動の様子

～UNEPアジア太平洋地域事務所の環境への取り組み～
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特別協賛サポーター （五十音順）

環境関連協賛サポーター （五十音順）

Supporters



効率的で効果的

コストパフォーマンス

国連環境計画

●UNEPの諸経費は8.5％（2006～2007年）から7.7％（2014～2015年）に削減
●職員の生産性：出資金に対する職員の割合は100万米ドルあたり2.4人（2012～2013年）から1.8

人（2014～2015年）に改善
●2008年以降、加盟国からUNEPへの任意拠出金は52％増加
●100％の加盟国が、UNEPは世界状況を効果的に調査していると評価（出典：国連内部監査部
（OIOS）、2013年UNEPプログラム評価）
●88％の加盟国が、UNEPは確実な科学評価に基づき環境問題に関する効果的な政策的助言を行っ

ていると評価（出典：UN OIOS）
●16の援助国による非公式のネットワーク、「MOPAN（＝国際機関評価ネットワーク）」は、UNEPはよ

り成果志向の組織になるうえで著しく進歩していると判断（2011年MOPANのUNEP評価）

「モントリオール議定書多国間
基金」によりオゾン破壊物質を

削減―これにより2,000万
人 以 上 の 皮 膚 がんと1億
3,000万人の白内障を予防、
数兆ドルの医療費を削減、気候
に対するプラスの影響は135
ギガトン（二酸化炭素相当量）
http://ozone.unep.org/new_site/en/mont
real_protocol.phpおよび
http://www.multilateralfund.org/default.
aspx

貧困・環 境イニシアティブ（PEI）国連開発計画
（UNDP）とUNEPによるこの共同イニシアティブ
は、2008年以降、およそ

を支援し、各国の開発計画や予算に目標投資を組み
入れてきた。2013年から始まる新5カ年計画には、
50カ国が参加への関心を示している。
http://www.unpei.org/

Fast Climate Action（＝迅速な気候
行動）―UNEPは

以上にわたって、短期寿命気候汚染物質
（SLCPs）への迅速な対応が必要である
ことを科学的に論証している。2012年2
月に「短期寿命気候汚染物質削減のため
の気候と大気浄化のコアリション
（CCAC）」が設置され、現在は60以上の
国家や非国家の加盟組織を抱える数百
万ドルのイニシアティブに成長している。
http://www.unep.org/ccac/

UNEPの「グローバル・グリーン・ニュー
ディール」により、

の景気刺激策のうち、4,600億ドルをグ
リーン投資に振り向けることができ、
UNEPのグリーン経済に関する報告書と
イニシアティブがリオ＋20サミットの主
要なテーマとなった。以来、UNEPは25
カ国と協力し、グリーン経済への移行に
取り組んでいる。「グリーン経済に向けた
行動のためのパートナーシップ」が2013
年に設立され、途上国30カ国が支援を
要請している。
http://www.unep.org/greeneconomy/および
http://www.unep.org/pdf/G20_policy_brief_Final.pdf

UNEPへの資金援助が増大し、

では、ブラジルと中国から初めて、それぞれ600万ドル
の拠出が約束されたほか、ロシア連邦からの拠出金は
過去2年間で3倍に増加した。

地球環境概況5（GEO-5）
GEO報告書は、地球の現状を評価し
たUNEPの最も権威ある報告書で、
2012年にはリオ＋20交渉に関する
情報を掲載した。2012年6月には
GEO-5のウェブサイトに5,000件以
上の記事が掲載され、

のアクセスがあり、その波及効果とし
て都市や青少年、ビジネスに関する報
告書も作成された。
http://www.unep.org/GEo/geo5.asp

280,000回

98%

30カ国 

2.4兆ドル
UNEPに対する新しい国際委任事項

（2012年）
―加盟国は以下の機関の事務局に
UNEPを選定
●生物多様性及び生態系サービスに
関する政府間科学政策プラット
フォーム（IPBES）

●持続可能な消費と生産に関する10
年枠組み（リオ＋20サミット）

●気候技術センター・ネットワーク
（CTCN）（UNFCCC締約国会議）

www.unep.org/climatechange/ctcn/

10年

約3兆ドル

リオ＋20サミット

UNEP主導の「クリーン燃料と自動車のパートナーシップ
（PCFV）」は、燃料に含まれる鉛を世界のほぼ全域で除去
することを決定―この段階的廃止によって、最大1,800
万人もの子供の早死や心臓疾患、脳傷害が減少し、

の医療費を削減できる。現在は、燃料に含まれる硫黄の段
階的削減が行われている。
http://www.unep.org/transport/pcfv/

コストパフォーマンス


